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III.  研究活動

1．研究のねらい
大学における研究の背景と使命
　東京大学生産技術研究所の設立当初の設置目的は，「生産に関する技術的諸問題の科学的総合研究ならびに研究成
果の実用化」であった．もとより，第二次世界大戦終了直後における生産技術研究所のおかれた環境と，現在の環境
とは，全く異なっており，本所の役割も時代に応じた変遷を遂げてきた．一方で，常に社会からの要請を意識し，そ
れに答える研究を行うことで，社会に貢献する精神は，本所の歴史を通じて一貫しており，現在の言葉で言えば，産
学連携を強力に推進することを通して産業のイノベーションに貢献してきたと言うことができる．一方で，幅広い工
学分野の知見を総合化，融合し，新たな工学技術・分野を創造することも，今まさにわが国において求められている
ことである．新たな学問分野の形成や実社会における課題解決に向けて分野融合的なアプローチをダイナミックに展
開することを通じて工学に関わる課題に取り組み，これを実践に結びつけること，またその実践を担う人材を育成す
ることが本所の使命である．
　グローバル化が進み，日本の社会は大きな速度で変化するが，社会の変化にあわせて同じ時定数で大学が変わる必
然はない．個々の研究分野における活動は先進的であり，国際的な激しい競争環境にさらされるが，社会が目先の対
応に迫られ見落としてしまいそうなものについて，しっかり科学的あるいは基盤的な研究をしながら，50年先の未
来を支えていくことも大学の重要な役割であり，大学の附置研究所において，特にこの視点は大切である．大学は知
識の回廊であり，オアシスである．そこに様々な人間が集まり，意見を交わし，研究活動を集中して行う．異なる専
門性を有する研究者同士が互いに刺激し合うことによって，工学の専門知を相対化し実践力を涵養する．本所が，そ
うしたダイナミックかつ知的刺激に満ちた研究所であり続け，高いレベルの研究成果と国際的競争に耐えうる多様な
人材を輩出できるような大学附置研究所として，日本の持続性にどう寄与するべきか，できるのかを十分に考えてい
かねばならない．
　これらのことから，「I．概要と沿革」で述べたように現在の東京大学生産技術研究所の設置目的は，「工学に関わ
る諸課題及び価値創成を広く視野に入れ，先導的学術研究と社会・産業的課題に関する総合的研究を中核とする研究・
教育を遂行し，その活動成果を社会・産業に還元することを目的とする」としている．今，急激なグローバル化の進
展の下に，わが国の社会，経済，行政，個人に至るまで全てが新しい秩序の構築に向けての産みの苦しみを突きつけ
られ，大学に課せられた社会発展への寄与の責任と期待は，何倍も大きなものになっている．大学として自由な発想
の下，自主的に研究テーマを選択して研究を推進することができる環境を強化し，広く社会，産業界とも十分な情報
交流を図りつつ，新しく生まれた萌芽を協力して育てていく文化が必要である．本所は，大学の自由な環境の下で工
学の最前線の問題を基礎的に研究して新しい分野を開拓するとともに，その成果を総合的に開発発展させ人間生活に
活かすことによって，人類の将来に貢献すべく不断の努力を続ける所存である．近年の環境・エネルギーや資源，社
会インフラ，高齢化社会等，いわゆる現代的な課題を解決するためは，多くの専門領域を包含した学際的なアプロー
チが求められることを考えると，日本最大の規模を有し，工学を始めとした各分野にまたがる豊富な人材を擁する本
所のような大学附置研究所がその組織力・機動力を発揮する，また発揮すべき局面は，今後ますます増えてくるもの
と思われる．

持続的な展開を支える研究の組織化
　本所は，設立以来，「基礎研究に留まることなく実技術への結実を図る」をモットーとして研究・教育活動を行っ
てきた．そのような実践への対応力の源泉は，分野融合的なアプローチを可能とする本所の柔軟な組織構造にあると
言える．本所における研究は，後述するように基本的には，各教員が独自に設定するテーマを推進するボトムアップ
的な研究活動に支えられており，さらに，複数の研究室が自発的に協力しあって研究にあたるグループ研究も盛んに
行われている．既往の学問分野を越えて自発的な融合組織に発展し，専門分野の近い研究者間のグループ研究から，
あらかじめ設定された研究目的・計画に従い異なる分野の研究者をも統合して行う大型プロジェクト研究まで，様々
なレベルでのグループ研究が進められている．このような研究グループは自発的に構成されるものの，本所から研究
費などの支援を受けて様々な新しい芽を生み出してきた．個々の研究室がそれぞれの学問的興味に従い自由にテーマ
を設定して研究を進めながらも，時代の要請に応じて複数の研究室が研究グループを形成することにより，単独の研
究室では対応することが難しい社会的・産業的課題に対して総合的かつ機動的に取り組む，その代表的な組織が附属
研究センターである．さらに，千葉実験所のように，附属施設の中でも特に全所的な施設・組織としての意味合いが
強いものについては「基盤」と位置付けることとして，平成 29年 12月より価値創造デザイン推進基盤を設置した．
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　一方，社会における課題は，いずれも複合的要因によるものが多く，もはや工学分野における専門性だけでは対処
しきれないケースや，国境を越えてグローバルな対応が要求されるケースが増えてきている．こうした状況をふまえ，
本所においても，大学から社会への一方向的な産学連携の枠組みから一歩踏み出して，社会制度や経済性，社会ニー
ズ等を考慮した上で，研究成果を社会実装する，すなわち工学の実践知を社会と共創する試みを進めつつある．こう
した取り組みは国内に限ったことではなく，国外に研究拠点を設けてグローバルな視点で進めようとする計画も進ん
でいる．

建物と設備の整備
　都市型研究を支える六本木庁舎は，狭隘化，老朽化が進み，その改善が求められてきた．これに対応し，また東京
大学全体としての本郷・駒場・柏地区における三極構造構想の推進も背景として，本所の駒場地区への新営移転計画
が平成 7年度より開始され，研究棟である B棟から F棟（利用面積 51,338m2）の完成をもって平成 13年 3月に六本
木キャンパスから駒場リサーチキャンパスへの移転は完了，平成 17年度竣工した An棟および As棟（旧 45号館）
等の既存建物の改修（総計約 15,000m2）をもって平成 19年度には第Ⅰ期工事が完了した．大規模な国際共同研究や
産官学共同研究を遂行するために本所と先端科学技術研究センターとが協力して平成 14年度に完成させた東京大学
国際・産学共同研究センターの建物については，平成 19年度末をもって発展的改組を迎えた後も，産学連携発展機
能を継続している．平成 22年度には 60号館（現Ｓ棟（60年記念館））の第Ⅰ期改修工事，平成 23年度には第Ⅱ期
改修工事を開始し，平成 24年度に完成した．また，都心では設置困難な大型設備を要する大型研究は，西千葉にあっ
た本所の千葉実験所で行われてきたが，本郷・駒場・柏に拠点を集約する本学の三極構造構想の一環として，千葉実
験所を西千葉から柏キャンパスに機能移転することになった．平成 28年度には，千葉実験所（柏キャンパス）の研
究実験棟Ⅰ（延床面積 8,411m2）および研究実験棟Ⅱ（延床面積 2,486m2）が完成し，平成 29年度から柏キャンパス
での活動を開始した．

将来計画と評価
　研究所は，常に自己改革の努力を行うべきであることは言うまでもない．本所においては，企画運営室が将来のあ
り方に対する企画を，生研組織評価委員会が自己評価の役割を担っている．昭和 59年度には江崎玲於奈博士を，また，
昭和 62年には猪瀬博博士を研究顧問に加え，工学における創造的研究のあり方や国際協力推進について，ご助言を
いただいた．さらに，研究所の自己改革には外部社会からの評価が不可欠であるとの認識から，全国に先駆けて「国
際社会からの評価」，「産業界からの評価」，「学界からの評価」をそれぞれ計画し，平成 7年 6月には，「生研公開」
の時期にあわせて 5名の著名な学者を海外より招聘し，第三者評価・国際パネルを 3日間かけて実施し，本所の運営，
組織，活動状況，将来計画等に関する検討をいただいた．平成 8年 6月には「産業パネル」，平成 9年 6月には「学
術パネル」が行われ，これにより，本所の活動は，内外の高い評価を得ている．また，平成 13年度より，各種論文数，
招待講演数，受賞数，外部資金獲得額，特許数，マスコミ掲載記事数など各項目に関する教員毎の所内位置の通知を
開始し，これにより自己評価を促している．平成 15年 6月には，国内評価委員 6名，海外評価委員 3名の方々により，
また平成 20年 3月には，学術パネル委員 3名，国際パネル委員 3名，産業パネル委員 4名の方々により，第 4回な
らびに第 5回第三者評価をそれぞれ実施し，東京大学の一翼を担う附置研究所としての現状と将来計画について評価
いただいた．さらに，平成 26年 5月には，学術パネル委員 2名，国際パネル委員 2名，産業パネル委員 3名の方々
による第 6回第三者評価を実施し，本所の研究・教育活動と組織運営について評価いただいた．
　また，平成 23年 5月には，教員レビュー制度を導入した．教員レビュー制度は，当該年度に満 55歳に達する教授
を対象として，研究・教育・社会活動等についてのこれまでの取り組みや実績，今後の展望，対象者の研究室の研究
動向等を確認，把握し，レビューするとともに，レビューを通じて，対象者がその研究の方向性に関してビジョンを
示すことにより，対象者および研究室の活動の一層の賦活を図ることを目的とするもので，平成 29年度までに 24名
のレビューを実施している．

2．研究活動の経過
　技術の進歩と時代の要請にあわせて研究領域を柔軟に発展させていくために，研究室制度・専門分野制度をもとに
した研究部門制を縦軸，研究センターや連携研究センターを横軸として研究活動を行っているが，その内容について
は，折あるごとにチェック・アンド・レビューを行っている．専門分野については，適宜改訂が行われている．個々
の研究については，後述の「研究部・研究センターの各研究室における研究」の章を参照されたい．平成 29年度の
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学協会論文誌は約 900件，口頭発表を含む総発表件数は約 2,800件（いずれも各研究室の発表件数の総和），学会賞
等受賞件数は約 140件，特許申請数は約 120件，マスコミ報道件数は約 900件である．

グループ研究
　本所の特色であるグループ研究あるいは共同研究が大きく育っていった例としては，古くは観測ロケットの研究が
ある．昭和 39年に宇宙航空研究所が創立されて移管されるまで，本所の多数の研究者が参加しており，一部は現在
も積極的に協力している．一方，昭和 40年代の高度経済成長は，そのネガティブな側面として公害をもたらし，深
刻な社会問題として論議されるようになったが，本所は，いち早く文部省の臨時事業により大型のプロジェクト研究
として「都市における災害・公害の防除に関する研究」を昭和 46年度から 3ヶ年にわたって行い，その成果を基に
さらに昭和 49年度から 3ヶ年「災害・公害からの都市機能の防護とその最適化に関する研究」を行い，環境および
耐震問題の解決に貢献してきた．昭和 50年代の石油危機を契機として省資源・省エネルギーの必要性が社会的に認
識されてきたことを受けて，昭和 53年度から 3ヶ年にわたって特定研究「省資源のための新しい生産技術の開発」
に関する研究を行い，未利用資源の開発と有効利用に関する生産技術および研究を推進してきた．昭和 57年からは「人
工衛星による広域多重情報収集解析に関する研究」のプロジェクト研究も発足し，主として気象衛星データの直接取
得により，適時適所のデータの学術利用を広く学内外に可能にするための研究開発や，観測ブイや新型潜水艇など海
洋観測システムの研究開発が行われた．さらに，昭和 59年からは「ヘテロ電子材料とその機能デバイスの応用に関
する研究」が開始され，ヘテロ構造・超格子構造等の新しい電子材料およびデバイスの性質と機能とを解明し，その
応用研究が展開された．昭和 61年からは「コンクリート構造物劣化診断に関する研究」が発足し，当時，社会的に
も関心を呼んでいた塩分腐蝕，アルカリ骨材反応などについて，かねてから積み上げてきた基礎研究の実用化を図る
こととなった．さらに，本所の研究者が民間の研究者と共同で「Computational Engineeringの研究開発」を行うため，
民間等との共同研究による制度に則り，スーパーコンピュータ（FACOM VP-100）が本所電子計算機室内に設置され
稼動を開始した．特に，乱流工学の分野での研究のために「NST研究グループ」が組織され，この方面の研究が飛
躍的に進展している．平成 4年度からは，「知的マイクロメカトロニクス研究設備」の充実を行い，半導体技術や極
限微細加工によりミクロの世界の機械（マイクロマシン）を作る研究を推進している．超小型の機械とコンピュータ
やセンサを融合し，「賢い」マイクロマシンの実現を目指している．平成 6年度からは，「地球環境工学研究設備」の
充実を行うとともに，「メソスコピックエレクトロニクスに関する国際共同研究」が 5年計画で行われた．
　また，平成 11年度からは，「工学とバイオ研究グループ」が発足し，近年，人工的な工学システムを対象としてき
た工学技術をバイオ関連の課題に応用しようとする試みが具体化されてきたことを踏まえて，工学の総合研究所であ
る本所のポテンシャルを活かし，バイオ技術と工学との接点を広く探るための活動を開始した．
　平成 23年度には「OETR （海洋エネルギー東北再生）連携研究グループ」が発足し，「海洋空間と海洋再生可能エ
ネルギーをいかに利用するか」という視点によって，低炭素型都市・地域のあり方を分野融合的に示し，震災復興で
関心の高まっている海洋エネルギー実証実験フィールドの実現に資するための活動を行っている．同年には「統合的
都市インフラサービス研究グループ」も発足し，都市サービスや都市システムのデザインの見直しから要素的な技術
開発の統合まで，従来の研究開発の枠を越えた新しい出口指向型研究のアジェンダを作成し，研究開発を大きく加速
することを目的として研究を行うなど，現在 10 余りの研究グループが活動を行っている．
　これらのグループ研究が発展したかたちとして，昭和 50年代より研究センターが設置されるようになった．研究
センターは，先導的かつ分野横断的な新しい教育研究分野において，一定期間，複数の研究室を結集し組織化したも
ので，これにより一定規模の研究者集団を形成し，当該分野における教育研究活動を格段に推進するとともに人材育
成に寄与することを目的としている．その研究内容は，「研究所の概要」および「研究および発表論文」を参照され
たいが，現在の研究センター名称に含まれているキーワード，すなわち次世代モビリティ，統合バイオメディカルシ
ステム，マイクロナノ，持続型エネルギー・材料，安全工学，海中観測，光物質ナノ科学，ソシオグローバルなどに
代表されるように当代的かつ融合的研究課題が選定されている．このように研究センターは，特定の研究領域におけ
る機動的・集中的共同研究の場として有効に機能してきており，今後もその果たす役割は大きい．

学内連携
　本所の共同研究は，上述のような所内共同研究に留まらず，大学院工学系研究科・工学部，大学院理学系研究科・
理学部，大学院農学生命科学研究科，大学院情報学環，先端科学技術研究センター等との学内連携も進めている．例
として，平成 14年 11月に新設され，平成 19年 10月まで活動を行った農学生命科学研究科との寄付研究ユニット「荏
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原バイオマスリファイナリー」，工学系研究科や情報理工学系研究科と連携したグローバル COEプログラム，工学系
研究科と共同で設置したエネルギー工学連携研究センターとさらにそのセンターの寄付研究ユニットとして平成 22
年度に新設され，平成 23年度末まで活動を行った「低炭素社会実現のためのエネルギー工学（東京電力）寄付研究
ユニット」，平成 20年度に情報学環や地震研究所との連携により情報学環に設置した総合防災情報研究センターなど
学内共同研究の形でも実践されている．また，東京大学総長室総括委員会における各種機構に積極的に参加し，「疾
患分子工学」研究連携ユニットやナノ量子情報エレクトロニクス研究機構，海洋アライアンス，平成 24年度末まで
活動を行った「水の知」総括寄付講座など他部局と連携した共同研究を展開している．

産官学連携
　本所は，設立以来，学術研究の社会への還元までを視野に入れた研究活動を使命としており，個別研究室における
産官学連携，所内研究グループを中核とした産官学連携などを推進している．
　国立大学法人等の研究教育のより一層の活性化を図ることを目的として，民間等からの寄付による基金をもって研
究部門を開設する制度である寄付研究部門は，平成元年度からこれまで 13部門が設置され，平成 30年 4月現在「非
鉄金属資源循環工学（平成 24年 1月設置）」，「ニコンイメージングサイエンス（平成 24年 4月設置）」の 2部門が活
動を行っている．
　公益性の高い共通の課題について，本学と共同して研究を実施することを目的として，民間機関等から受け入れる
経費等を活用して研究部門を開設する制度である社会連携研究部門は，平成 24年度からこれまで 9部門が設置され，
平成 30年 4月現在「炎症・免疫制御学（平成 25年 4月設置）」，「未来の複雑社会システムのための数理工学（平成
28年 2月設置）」，「未来ロボット基盤技術（平成 28年 4月設置）」，「社会課題解決のためのブレインモルフィック AI
（平成 28年 7月設置）」，「建物における省・創エネルギーのための機械学習・AI制御技術（平成 29年 4月設置）」，「エ
ネルギーシステムインテグレーション（平成 30年 1月設置）」，「未来志向射出成形技術（平成 30年 4月設置）」の 7
部門が活動を行っている．
　また大型の産官学連携を行うための連携研究センターは，平成 13年度からこれまで 8センターが設置され，平成
30年 4月現在，経済産業省の「次世代構造部材創製・加工技術開発（航空機用難削材高速切削加工技術）」を実施す
るための「先進ものづくりシステム連携研究センター（平成 25年 4月設置）」，本所と国立研究開発法人情報通信研
究機構，大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所との間において締結した情報通信分野に係
る連携協力に関する協定書に基づく「ソーシャルビッグデータ ICT連携研究センター（平成 26年 4月設置）」の 2
センターが活動を行っている．
　この他，平成 19年 6月には，先進的な共同研究，戦略的な研究拠点の構築および先端的な情報基盤の構築運営に
関して連携・協力することによって，わが国の学術および科学技術の振興に資することを目的とし，大学共同利用機
関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所と連携・協力の推進に関する協定を締結した．また，平成 22年 3
月には，お互いの特質を活かしながら若手教育や研究協力の推進を目的とし，東京都市大学と学術連携覚書を締結し
た．平成 24年 3月には，先進的・実用的な研究開発および次世代を担う人材の交流・育成に関して連携・協力する
ことによって，わが国の学術および科学技術の振興と研究成果の社会還元に資することを目的とし，独立行政法人（現
国立研究開発法人）土木研究所と連携・協力協定を締結した．
　また，平成 25年 3月には，医工連携による先進的な診断・治療方法の研究開発および先進的工学手法を取り入れ
た臨床医学を担う次世代の人材の育成と交流に関して連携・協力することによって，わが国の学術および医療の振興
に資することを目的とし，独立行政法人（現国立研究開発法人）国立国際医療研究センターと連携・協力協定を締結
した．平成 26年 12月には，先進的・実用的な研究開発及び次世代を担う人材の交流・育成に関して連携・協力する
ことによって，わが国の学術及び科学技術，特に鉄道をはじめとする交通技術の発展に資することを目的とし，公益
財団法人鉄道総合技術研究所と連携協力協定を締結した．平成 27年 3月には，海洋再生可能エネルギーの研究開発
推進を目的として，岩手県および釜石市と連携・協力協定を締結した．平成 29年 7月には，「ピーカンナッツによる
農業再生と地方創生プロジェクト」を立ち上げ，岩手県陸前高田市および株式会社サロンドロワイヤルと共同研究契
約・連携協力協定を締結した．平成 30年 3月には，地域に根ざした研究による地域の活性化・課題解決を目的として，
和歌山市と連携・協力協定を締結した．

国際連携
　研究活動の国際化にも力を注ぎ，特に耐震やリモートセンシングの分野では，国際共同研究が行われている．外国
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人研究者・研究生・留学生の受け入れも活発に行われ，平成 29年度の累計滞在者数は，約 800名（約 60ヶ国）に達
している．また，（一財）生産技術研究奨励会と共同して，本所独自の国際シンポジウムを年間数回開催しており，
著名な外国人招待講演者を含む多数の参加がある．同じく，来訪した外国人研究者の講演会も多数行い，交流の実を
あげている．外国の諸大学・研究機関との研究協力も，活発に行われている．すなわち，フランス国立科学研究セン
ター（CNRS）（フランス），国立清華大学工学院（台湾），ヴュルツブルグ大学（ドイツ）などとの交流・協力が行
われている．特に平成 6年に本学とフランス国立科学研究センター（CNRS）との間に結ばれた国際学術交流協定に
基づいて，平成 7年以来，集積化マイクロメカトロニクスシステム共同ラボラトリ（LIMMS：Laboratory for Integrat-
ed Micro-Mechatronic Systems）が本所内に設置されており，マイクロメカトロニクス国際研究センター新設のトリガー
となり，現在はマイクロナノ学際研究センターと連携して活動している．同センターは，フランス・リールにオフィ
スを設置しており，LIMMSとともに実質的な国際共同研究を実践している．これらの活動に加えて，平成 26年には
日仏国際共同研究ラボ LIMMSの在仏研究拠点 SMMIL-E（Seeding Microsystems in Medicine in Lille–European Japanese 
Technologies against Cancer）を設置した．都市基盤安全工学国際研究センターも平成 14年にタイ・パトゥンタニにオ
フィスを開設し，より実質的な国際共同研究を開始した．平成 17年度からは「グローバル連携研究拠点網の構築」
事業が認められ，マイクロナノメカトロニクス，都市基盤安全工学，サステイナブル材料，海中工学，ITSおよびナ
ノエレクトロニクスの各分野におけるグローバル連携研究ネットワークの構築を積極的に展開している．本事業によ
り，平成 18年には，カナダ・トロントとタイ・バンコクに海外オフィスを設置し，タイのオフィスについては平成
29年度よりバンコクに替わりパトゥンタニで活動を行っている．さらに，海外分室を設置し，平成 29年度において
はバングラデシュ・ダッカとオーストラリア・ブリスベーンの 2か所で活動を行った．平成 26年 1月には，本学とマッ
クスプランク協会（MPG）との間に結ばれた合意書に基づいて，炎症のメカニズムと関連疾患に関する研究を統合
的に推進することを目的として，東京大学Max Planck統合炎症学国際連携研究センターを設置し，統合炎症学研究
分野に関する相互の学術的連携や人材交流等を図るための研究拠点として活動を行っている．平成 26年 11月には米
国の大学・研究機関等との科学技術共同研究拠点形成のため，医科学研究所と共同で東京大学ニューヨークオフィス
を設置した．平成 28年 12月には，ロイヤル・カレッジ・オブ・アート（RCA）（英国）と共同で運営する RCA-IIS 
Tokyo Design Labを立ち上げ，平成 29年 1月から S棟を拠点に活動を開始した．

3．研究成果の公開
　得られた研究成果は，それぞれ該当する分野の学会等を通じて発表されることは言うまでもない．本所としては，「生
産研究」（隔月刊）で研究の解説的紹介と速報を行っている．年次要覧においては，当該年度の全研究項目および研
究発表等の本所の活動状況が要約されている．また，「東京大学生産技術研究所案内」が発行され，本所の現状を概
観できるようになっている．各研究センターおよび千葉実験所も案内を発行している．さらに，最新の研究成果を各
個に解説した生研リーフレットも発行されている．平成 3年度からは，本所で開発したソフトウェアベースの紹介も
これに含めている．これらの内容については，「出版物」の章を参照されたい．平成 11年度には，創立 50周年を記
念して，本所の研究活動をビジュアルにまとめた「工学の絵本」（日本語版および英語版）が刊行された．平成 21年
度には，創立 60周年を記念して，「生産研究 60周年特別号」を刊行するとともに，現在までの本所の業績を蓄積・
紹介する生研アーカイバル事業が進められている．千葉実験所の柏キャンパスへの機能移転により本所発祥の地であ
る西千葉キャンパスを離れることから，平成 28年 6月には本所の前身である第二工学部の歴史をまとめた「東京大
学第二工学部史」第 2版を，同 11月には西千葉キャンパスでの活動をまとめた「生産技術研究所の系譜［千葉実験
所特別記念誌］」を発行した．各研究グループにおいても各種の出版を行っており，特に耐震構造学研究グループ（ERS）
の英文の Bulletinは国際的にも高い評価を得ている．その他本所主催で数多くのシンポジウム，国際会議が行われて
いる．
　工学研究の成果を社会に還元する活動の一環として，最新研究成果の記者会見・記者発表を随時行っている．また，
本所の日常活動は，「生研ニュース」や英文広報誌「UTokyo-IIS Bulletin」を通じて広く所外に広報されている．平成
29年度には，本所の広報関連業務を戦略的かつ効果的に遂行するために広報室を設置し，情報発信力の強化を図った．
ウェブ更新頻度の大幅向上とコンテンツ拡充，上記 UTokyo-IIS Bulletinの創刊，プレスリリースや記者会見を行った
研究成果の新聞報道件数の増加等，情報発信力は確実に向上しつつある．
　毎年初夏には，研究所の公開を行い，各研究室の公開とともに講演会やシンポジウム，子ども向けプログラム等が
催される．その内容は，「研究所公開」の項を参照されたい．千葉実験所についても，毎年秋に一般公開を実施して
おり，柏キャンパスへの機能移転後の平成 29年度からは柏キャンパス公開に合わせて一般公開を行っている．本所
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の活動状況は，ウェブ上に開設されたホームページ（https://www.iis.u-tokyo.ac.jp/）を通じ全世界からアクセス可能と
なっている．現在，全ての研究室，研究センターの活動内容はもとより，生研ニュース等がウェブを通じて公開され
ている．
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４．研究の形態

　本所では上述のとおり，本所の特質を活かした研究方針に従って幅広い種々の形態による研究が行われている．こ
れを大別すれば，Ａ：プロジェクト申請（研究プロジェクト），Ｂ：プロジェクト申請（新分野創成／組織新設），Ｃ：
文部科学省科学研究費助成事業等による研究，Ｄ：展開研究，Ｅ：選定研究，Ｆ：グループ研究，Ｇ：助教研究支援，
Ｈ：研究部・センターの各研究室における研究，Ｉ：国際交流協定に基づく共同研究，Ｊ：民間等との共同研究，Ｋ：
受託研究，Ｌ：寄付金による研究，Ｍ：補助金に分類される．

Ａ．プロジェクト申請（研究プロジェクト）
　本所発の創意に基づく独創的かつ将来の大きな発展が期待できる研究で，所として特に推進する意義が大きいもの．
以下に掲げるような競争的資金獲得に向けて，所として戦略的に対応することを想定する．（大規模な競争的資金の例：
戦略的創造研究推進事業・JSTの各種事業・NEDOの各種事業など）

Ｂ．プロジェクト申請（新分野創成／組織新設）
　平成 16年度より新設され，新規教育研究事業（本部経費）または特別経費として，従来の概算要求と類似のプロ
セスで東京大学や文部科学省に要求するもので，本所の特別研究審議委員会での審査結果が上位の研究については，
戦略人事に関して考慮の材料となることがある．

Ｃ．文部科学省科学研究費助成事業等による研究
　文部科学省科学研究費助成事業等の趣旨に沿って，新学術領域研究，基盤研究，挑戦的萌芽研究，若手研究等，本
所の特質を活かした幅広い分野の研究が行われている．

Ｄ．展開研究
　展開研究は，基礎研究の成果を飛躍的に発展させ，本所の研究貢献の大きな実績として結実させるための研究展開
の支援であることから，結実させるまでの計画の明文化および大型プロジェクトの構想（今後 5年以内に立ち上げる
プロジェクトの内容）を申請することを目的とし，選定研究と概算要求の中間に位置付ける．

Ｅ．選定研究
　選定研究は将来の発展が期待される独創的な基礎研究，および応用開発研究を対象とし所内で教員研究費の一部を
あらかじめ留保して，財源として用いるもので，新しい研究分野の開拓や若い研究者の研究体制の確立を援助するこ
とを目的としている．配分は所内の特別研究審議委員会の議によっている．

Ｆ．グループ研究
　グループ研究は総合的な研究体制が容易にできる本所の特色を活かして，研究室・研究部門の枠を越えた研究者の
協力のもとに進められる研究である．本所には国際的にも卓越した所内の研究グループを Research Group of Excel-
lence（RGOE）として認定し，研究グループの研究交流活動を助成する制度がある．この制度は国の内外で注目が高
い萌芽的研究を進めており，今後 RGOEになると考えられる研究グループも助成の対象にしている．研究グループ
の研究設備の購入に関しては，上記の選定研究の一部を当てられるようになっている．

Ｇ．助教研究支援
　助教研究支援は，自主的な研究活動を行う意欲のある助教の自由な発想に基づく研究構想に対して研究費支援（長
期海外出張によるネットワーク構築等）を行い，近い将来の競争的資金獲得を目的とする制度である．

Ｈ．研究部・センターの各研究室における研究
　本所の各研究室が設定する各個研究で，本所の研究進展の核をなすものであり，各研究者はその着想と開発に意を
注ぎ，広汎，多種多様な研究が取り上げられている．

Ｉ．国際交流協定に基づく共同研究
　本所と，国際交流協定を締結している外国の大学等研究機関と共同で行う研究で，グループ研究（RGOE）が中心
となっている．お互いに研究者を派遣したり，セミナーやシンポジウム等を開催したりするなど，活発な研究交流が
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進められ，国際交流の一環としても本所内外の注目を集めており，大きな研究成果が期待されている．

Ｊ．民間等との共同研究
　民間等外部の機関から研究者および研究経費等を受け入れて，対等の立場で共通の課題について共同して研究を行
うことにより，優れた研究成果が生まれることを促進し，民間等の研究者との共同研究を円滑に行うことができるよ
う設けられた制度である．

Ｋ．受託研究
　外部からの委託を受けて委託者の負担する経費を使用して行う研究で，その成果を委託者へ報告する制度である．
また，当該研究が国立大学等の教育研究上有意義であり，かつ，本来の教育研究に支障を生じるおそれがないと認め
られる場合に行うことができる．

Ｌ．寄付金による研究
　寄付金は国立大学法人会計基準に基づき企業，団体等から奨学を目的として生産技術に関する研究助成のために受
け入れる研究費である．希望する研究テーマおよび研究者を指定して差し支えない．寄付金の名称がついているが企
業は法人税法 37条 3項 2号により全額損金に算入できる．使用形態が自由で，会計年度の制約がなく，合算して使
用することも可能なので，各種の研究に極めて有効に使われている．

Ｍ．補助金
　補助金とは，国等が特定の事務・事業に対し，国家的見地から公益性があると認め，その事業の実施に資するため
に公募している研究費である．機関やグループ単位等様々な形態で応募し，採択された研究に対して受け入れる．執
行にあたっては，補助金に係る予算の執行の適正化に関する法律に従う．
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５．科学研究費助成事業・受託研究等による研究

A．科学研究費助成事業

特別推進研究
 時空階層性の物理学 :単純液体からソフトマターまで 田中　　肇
 量子ドット―ナノ共振器多重量子結合系における固体量子電気力学探究と新ナノ光源創成 荒川　泰彦
 グローバル水文学の新展開 沖　　大幹

新学術領域研究（研究領域提案型）
 フォトンハイブリッド量子科学の研究 平川　一彦
 Twisted二層グラフェンにおける量子輸送現象 増渕　　覚
 特異構造の結晶科学：完全性と不完全性の協奏で拓く新機能エレクトロニクス（総括班） 藤岡　　洋
 非平衡状態の時間ドメイン制御による特異構造の創製 藤岡　　洋
 マイクロ粒子の光捕捉ポテンシャル解析を活用したナノ物質への光圧測定法の開発 田中　嘉人
 神経の発生と疾患における新生鎖の生成機構と機能 池内与志穂
 ソフトクリスタルの準安定状態創製技術の開発と相転移現象の解明 石井　和之

基盤研究（S）
 環境調和型の貴金属・レアメタルのリサイクル技術の開発 岡部　　徹
 生命病態システムの数理モデリングとその個別化医療への応用のための数理的基盤の確立 合原　一幸
 免疫系の制御による生体恒常性維持システムの解明と疾患の予防・治療基盤の確立 谷口　維紹
 マイクロ流体アプローチによる 1細胞トランスクリプトーム解析とその応用展開 藤井　輝夫
 次世代三次元組織培養を実現する細胞ファイバ工学の創成 竹内　昌治

基盤研究（A）
 熱硬化 CFRPの連続薄板化・100℃成形加工・塑性接合による極限軽量構造の具現化 柳本　　潤
 第 3世代密度汎関数法の展開とタンパク質ボルン―オッペンハイマー分子動力学法の研究 佐藤　文俊
 室温動作シリコン単電子トランジスタとナノワイヤ CMOSによる新機能回路の低電圧化 平本　俊郎
 平面交差点の信号制御システム設計最適化に関する実証研究 大口　　敬
 環境マイクロバイオームの動態計測に基づく集団感染機構の解明と制御 加藤　信介
 ネパール・ポカラの地理特性が地盤災害リスクに及ぼす影響評価と防災への反映 清田　　隆
 プラズモン誘起電荷分離現象の解明と新たな応用展開 立間　　徹
 フレッシュモルタル流動則の一般化と流動解析への実装およびレオロジーへの理論展開 岸　　利治

【学術研究助成基金助成金／科学研究費補助金受入】
  （単位：千円）
 特別推進研究 315,120
 新学術領域研究（研究領域提案型） 114,660
 基盤研究（S） 196,560
 基盤研究（A） 161,850
 基盤研究（B） 144,530
 基盤研究（C） 37,023
 挑戦的萌芽研究 17,290
 挑戦的研究（開拓） 11,700
 挑戦的研究（萌芽） 16,120
 国際共同研究加速基金（国際活動支援班） 5,720
 若手研究（A） 101,920
 若手研究（B） 51,129
 研究活動スタート支援 8,580
 奨励研究 540
 特別研究員奨励費 50,320
 合計 1,233,062
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 海底センサネットワークとの連携による AUVの長期広域展開手法 巻　　俊宏
 回折限界をはるかに超える原子スケールテラヘルツナノサイエンスの開拓 平川　一彦
 ナノ材料の力学・熱伝達特性をその場観測する電子顕微鏡内MEMS実験系の構築 藤田　博之
 固体表面における高感度スピン検出法の開発と遷移金属酸化物への応用 福谷　克之
 学習的探索手法を応用した建築・都市エネルギーシステム最適化手法の開発 大岡　龍三

基盤研究（B）
 土構造物の内部侵食と脆弱部の進展過程およびそれに伴う全体構造劣化の評価 桑野　玲子
 3次元フォトニック準結晶における光禁制帯形成と光臨界状態 枝川　圭一
 ナノ構造体の座屈変形を積極利用した革新的ナノデバイスの最適設計 梅野　宜崇
 LSCF-GDCコンポジット空気極の性能向上メカニズムの解明 鹿園　直毅
 走査型電子顕微鏡下における微小構造体の疲労試験・観察の一貫システムの構築 土屋　健介
 高齢者の自転車適正利用を促す診断・教育システム EPISODEの開発と展開 鈴木　美緒
 津波漂流物の衝突が建築物の応答に及ぼす影響とその作用荷重評価に関する研究 中埜　良昭
 界面直接観察と分子動力学法による SiC溶液成長界面のステップ構造形成機構の解明 吉川　　健
 異常原子価鉄イオンによる酸素発生触媒の活性化とその機構の解明 八木　俊介
 エクセルギー再生ガス化とインテグレーションした超高効率 SOFC発電システムの開発 堤　　敦司
 実世界情報を用いたマルチソーシャルメディア解析の高度化 豊田　正史
 携帯通信履歴のタイプに応じた安全・オープンな人流再現手法の体系化 関本　義秀
 複数のケイ素から構成される配位不飽和第一周期遷移金属錯体の構築と機能開拓 砂田　祐輔
 色素ラジカル―光励起多重項の自在制御に基づいた光機能分子の創製 石井　和之
 三次元微細構造解析による劣化した橋梁構造部材の残存性能評価と補修補強 長井　宏平
 IoT活用のための ｢場所単位での統合的機能調整システム｣ に関する実験的研究 野城　智也
 合金の内部酸化による金属 -酸化物複合材料の組織制御と新規素材プロセスへの応用 前田　正史
 複数の評価手法を利用可能な大規模分散モンテカルロ木探索 横山　大作
 ハイブリッド伝熱制御による高効率熱電変換デバイスの創製 野村　政宏
 光援用ナノプローブによる多元系半導体太陽電池中の光励起キャリアダイナミクスの解明 髙橋　琢二
 フォトニック結晶ナノ共振器を用いた量子ドットからの単一光子光渦の生成 岩本　　敏
 高靭性材料のための動的架橋のユニバーサルデザイン 吉江　尚子
 血管網リモデリングから学ぶ熱流体システム形状最適化 長谷川洋介
 医療検体の高品位常温乾燥保存を目指した保存操作の設計と検体劣化の予測 白樫　　了
 視聴覚高臨場感データ収集・再生システムの構築と環境音評価への応用 坂本　慎一
 免疫恒常性の定量生物学 小林　徹也
 トラスト基盤におけるセキュリティ評価手法の工学的および経済学的研究 松浦　幹太

基盤研究（C）
 脱濡れ現象による自己組織化を用いた機能性ナノ薄膜材料の創製 神子　公男
 メゾスコピック系における非平衡輸送現象の熱力学の構築と熱機関の設計 羽田野直道
 「遠隔基関与」を利用した有機分子不斉触媒の開発 工藤　一秋
 MEMS静電駆動マイクロシャッタのマルチスリット多天体分光器応用 高橋　巧也
 分散MPPT機能を備えた電流リンク形 PVシステム 崔　　　通
 過去数百年における氷河変化の復元，検出，原因特定 平林由希子
 CMCの超高温環境下での損傷挙動を把握する光ファイバ AEセンサシステム 岡部　洋二
 出芽酵母の人工進化系構築　―生命の適応的機能創出をデザインする― 中岡　慎治
 単一細胞の機械的特性評価と遺伝子発現の相関解析用バイオMEMSの基盤構築 久米村百子
 パラジウム金合金表面における水素吸放出サイトの解明 小倉　正平
 電荷敏感型赤外検出器（CSIP）の量子効率に資するプラズモン効果の研究 金　　鮮美
 大規模数値シミュレーションによる沸騰伝熱機構の解明 大西　順也
 階層フィードバックを考慮したマルチスケール数理モデルと疾患力学系の解析 中岡　慎治
 ガラス転移における結晶的中距離構造の発達とその役割 小林　美加
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 集積構造依存型発光を示すπ電子系分子のライブラリ構築と発光機構解析 務台　俊樹
 細胞の老化や病変における糖鎖マーカーの探索と薬剤スクリーニング 畑中　研一
 デザインビルド指向と情報化を受けた日・米・英の建築ものづくりアーキテクチャの変化 安藤　正雄
 レーザを用いた二軸引張応力場における極薄金属箔の表面あれ進展と破壊のその場観察 古島　　剛
 タンパク質電子構造 DBシステムの拡充 平野　敏行
 ポリケチドの生体模倣合成法の開発 赤川　賢吾
 グラフェンおよび単結晶 SiCの活用を含むチタン合金の高性能加工法の基礎研究 臼杵　　年
 ハイブリッド乱流計算の境界面における乱れ生成のモデリング 半場　藤弘
 気象衛星ひまわりを活用した準実時間洪水氾濫検知 竹内　　渉

挑戦的萌芽研究
 終端構造制御を利用したダイヤモンド表面の超精密研磨技術の開発 光田　好孝
 酸化物と複合化された貴金属触媒の高度リサイクル 前田　正史
 溶解性マイクロニードル式経皮ワクチンデリバリーパッチの新規製造方法の開発 金　　範埈
 赤外共鳴プラズモニックナノ構造を活用した新規振動分光法の開発 芦原　　聡
 3次元マッピングに向けた単一粒子電位走査型プラズモンセンサの開発 立間　　徹
 パーセプトロン型原子間相互作用モデルを用いたマルチフィジックスシミュレータの開発 梅野　宜崇
 カーフロスを考慮した鏡面切断ワイヤ工具の開発 上村　康幸
 粒子画像を用いた風速・濃度の高解像度同時測定手法の開発 菊本　英紀
 空間情報を内包した戦略的な都市インフラマネジメント基盤の体系化 関本　義秀
 トポロジカル絶縁体中転位を利用した新規高性能熱電変換材料の開発 枝川　圭一
 相変化物質担持吸着剤の開発による等温・断熱吸脱着プロセスの実現 迫田　章義
 磁気モーメントの変化を用いた新規環境発電技術実現に向けた基礎研究 甘蔗　寂樹

挑戦的研究（開拓）
 建築環境マイクロバイオームの実態把握による集団感染機構のモニタリング 加藤　信介
 海底の広域かつ詳細な観測を実現する次世代型 AUV 巻　　俊宏

挑戦的研究（萌芽）
 電源電圧 0.1V動作に向けたトランジスタの特性ばらつきの自己収束機構に関する研究 平本　俊郎
 パラメトリックスピーカを用いた境界条件の現場計測に基づく完全音場モデリング 坂本　慎一
 高原子価遷移金属酸化物の電気化学合成と触媒への応用 八木　俊介
 パラジウム水素化物の構造と伝導特性 福谷　克之
 動脈硬化症における生体内新規ターゲット・アセチル化 LDLの同定及び測定 竹村　幸敏

国際共同研究加速基金（国際活動支援班）
 特異構造の結晶科学：完全性と不完全性の協奏で拓く新機能エレクトロニクス（国際活動支援班） 藤岡　　洋

若手研究（A）
 極低温テラヘルツ SNOM/STMの開発 梶原　優介
 循環流動層を用いた省エネルギーなガス吸収分離装置の基礎研究 甘蔗　寂樹
 シースルー型複合現実感モビリティシステムの開発 大石　岳史
 真実接触面の直接観察による摩擦・磨耗機構の解明および潤滑剤・接着剤の提案 佐藤　隆昭
 大振幅振動する新幹線高架橋 PRC桁の多点長期モニタリングと TMDによる振動制御 水谷　　司
 全球河川モデルと衛星高度計を用いた水面下の河道深さ推計 山崎　　大
 発生系譜のインフォマティクス技術の構築と，胚の生きの良さの定量化への応用 小林　徹也
 運動機能評価が可能なヒト神経 -筋アクチュエータの創出 森本　雄矢
 交差応答的分子認識情報の並列処理を指向した有機トランジスタ型センサアレイシステム 南　　　豪
 昆虫に見られる外骨格の弾性を利用した高速変形メカニズムの解明とその工学応用 斉藤　一哉
 ベイズ統計による環境汚染物質の確率的濃度解析手法の開発 菊本　英紀
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 海底下の微小埋没物検知のための堆積層内精密探査用音響ソーナーシステムの開発 水野　勝紀

若手研究（B）
 複雑ネットワーク理論による感染症拡大解析と対策最適化 藤原　直哉
 水蒸気の起源解析モデルを用いた梅雨期豪雨災害の規模推定に関する研究 田上　雅浩
 表面微細構造を利用した金属・樹脂直接接合の接合力発現メカニズムの解明 木村　文信
 準周期解の分岐解析とその電気回路への応用 神山　恭平
 ソーシャルビッグデータ解析のための適応的言語解析 吉永　直樹
 単一分子接合系におけるキャリア伝導のテラヘルツダイナミクス 吉田　健治
 Probing THz Evanescent Waves of Non-equilibrium Dynamics 林　　冠廷
 集団増殖系に内在する定常状態熱力学構造とその応用 杉山　友規
 強誘電 HfO2による急峻スロープ FETの低消費電力回路と混載 FeRAMの設計実証 小林　正治
 道路網における交通信号群の最適系統制御：ネットワークモデル・アプローチ 和田健太郎
 三陸沿岸の都市的集落における災害復興史研究―新たな復興モデルの構築に向けて― 岡村健太郎
 現場適応型観測経路に基づく複数の自律型海中ロボットの協調探査の実現 松田　匠未
 大規模な位置情報データを用いた観光行動の精緻モデリングによるツーリズムデザイン 本間健太郎
 リモートセンシングの社会実装による災害レジリエンス向上についての研究 郷右近英臣
 発見に関する統計的保証のあるパターンマイニング 小宮山純平
 スパースモデリングによる重要シナリオ抽出：地震被害想定におけるシナリオ爆発の制御 小川　芳樹
 動脈バイパス術適用を目指した配向コラーゲンを用いた人工血管の作製 南　　垠列
  Development of locally-focused noise reduction technique for the green light  

photoplethysmogram based on its local chaotic characteristics スヴィリドヴァ ニーナ
 分子認識能を有するポリチオフェンを活用した有機トランジスタ型化学センサの創製 南木　　創
 非定常流れにおける三次元伝熱面形状最適化アルゴリズムの構築と実証 亀谷　幸憲
 神経プレート技術を用いた一細胞レベル神経回路構築 吉田昭太郎
 Thermal phonon spectroscopy of phonoic crystals by using a MEMS thermometer 張　　　亜
 Zn:GaN for visible single photon emission Holmes Mark
 鉄筋コンクリート造柱がせん断破壊した後の軸力保持能力評価モデルの実用化研究 松川　和人
 栄養・酸素・薬剤条件が空間的に規定されたがん細胞スフェロイド培養系の構築 金田　祥平
 マイクロ流体アプローチによる超並列 1エキソソーム解析システムの構築 Kim SooHyeon
 工学研究を軸とした初等中等教育における横断教科型 STEM教育コンテンツ開発と実践 川越　至桜

研究活動スタート支援
 曲率を制御した足場材料による in vitro 3次元微小血管新生モデルの構築 高橋　治子
 衛星観測に基づく気象システム別降水鉛直構造の解明 内海　信幸
 炎症病態に関わる新規 DAMPsの解析 半谷　　匠
 動静脈及び毛細血管を有する皮膚モデルの構築 森　　宣仁
 実験・数値解析による地盤陥没発生機構の解明とその評価手法の開発 大坪　正英
 無容器浮遊法によるアモルファス酸化物磁性体の創製と磁気光学効果素子への応用 中塚　祐子

奨励研究
 有限要素法を用いた木摺漆喰壁のせん断抵抗機構の解明 松本　直之

特別研究員奨励費（DC）
 ソフトな非晶固体における破壊機構の解明 黒谷　雄司
 LESデータベースに基づく都市空間に適用可能な高精度かつ簡易な乱流モデルの開発 中島　慶悟
 防災・地域特性を考慮した都市全体のエネルギーシステム最適設計・運用手法の開発 池田伸太郎
 河川水位・氾濫面積のデータ同化手法の開発及びマルチスケール洪水警報システムの構築 鳩野美佐子
 モデル開発及びデータ同化手法による放射性物質大気・陸面移流拡散過程の解明 佐谷　　茜
 液体の原子分解能解析技術の確立と機能設計 宮田　智衆
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 植生被覆および詳細な植物生理を考慮した陸域水循環の長期変動に関する研究 吉田奈津妃
 P-KFMを用いた CIGS系太陽電池材料中の光励起キャリアダイナミクスの解明 龍　　顕得
 海水準変動と高潮を考慮したメガデルタ地域における河川洪水リスク将来予測 池内　寛明
 プラズモン誘起電荷分離を用いた新規バイオセンサの開発 秋吉　一孝
 銀ナノキューブの光捕集構造を利用した光電気化学過程の高機能化 齋藤滉一郎
 三次元デジタルアーカイブのための高精度・高密度な移動型レーザレンジセンサの開発 石川　涼一
 近未来気象データを用いた建築・都市設計の気候変動適応策 有馬　雄祐
 Fe-Si系溶液を用いた高品質単結晶 SiCの低温高速 FZ成長法の物理化学的研究 鳴海　大翔
 時間反転対称性が破れたメゾスコピック系における熱機関の効率の探求 山本　　薫
 微細表面構造を利用した金属 -樹脂直接接合の研究 門屋祥太郎
 次世代型マルコフ連鎖モンテカルロ法の数理的枠組みとその脳型計算モデルへの応用 山下　洋史
 津波漂流物衝突時の衝撃外力が作用する建築物の応答評価に関する研究 浅井　竜也
 免疫性自己核酸の細胞内制御機構の解明 中島　由希
 金属―半導体周期構造によるプラズモン誘起電荷分離と光機能デバイスへの応用 ウー　リン
 コンテクストの異なる話者間の相互理解を促進する意図補完機構を備えた統計的機械翻訳 石渡祥之佑
 パラメトリックスピーカの新たな測定概念を応用した 3次元音場再現システムの開発 菅原　彬子
 フォノニック結晶を用いた渦状態音波の高効率生成とそのマニピュレーションへの応用 金　　仁基
 位置情報を用いた様々な災害発生後の行動のモデル化と予測手法に関する研究 矢部　貴大
 昆虫の神経模倣システムによる解析とその工学的応用 名波　拓哉

特別研究員奨励費（PD）
 疫学モデルとエビデンス分析による肥満流行メカニズムの解明と最も効果的な対策の特定 江島　啓介
 メコンデルタ炭素貯蔵生態系における統合的温室効果ガス発生量MRVシステムの構築 新井　宏徳
 コロイドの回転運動による相挙動への影響―　数値計算と実験系の構築 柳島　大輝
 高信頼性有機トランジスタの開発とそのセンサ応用 南木　　創
 三次元フォトニック結晶を用いた円偏光制御の実現と三次元光量子回路への応用 田尻　武義

特別研究員奨励費（SPD）
 赤外コヒーレント制御による固体中の多段階振動励起とプロトン移動反応の操作 櫻井　敦教

特別研究員奨励費（外国人特別研究員）
 乱れを制御可能な系におけるガラス転移・ジャミングの研究 田中　　肇
  （TONG, HUA）
 インドのオフィスビルにおける熱的快適性の適応モデルの開発 大岡　龍三
  （SINGH, MANOJ）
 マイクロ工学によるがん微小環境モデルの構築 松永　行子
  （PAUTY, JORIS）
 非平衡なアクティブ系における相互作用の測定 田中　　肇
  （BRUOT, NICOLAS）
 熱フォノニクスの新奇物理の探索と実現　―フォノニックブースト効果の実証 野村　政宏
  （ANUFRIEV, ROMAN）
 テラヘルツナノスコピーによる非平衡ダイナミクスの解析 梶原　優介
  （WENG, QIANCHUN）
 地中熱利用ヒートポンプシステムの設計信頼性向上のための熱性能・応答試験法の開発 大岡　龍三
  （CHOI, WONJUN）
 グラフェンの歪みナノ構造のプラズモニクス開拓およびそのセンシングへの応用 志村　　努
  （VANTASIN, SANPON）
 アジア域の劣化した RC構造物の残存性能評価と補修のための大規模数値解析 長井　宏平
  （EDDY, LIYANTO）
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 iPS細胞の肝細胞分化に適したマイクロ流体デバイスの開発　 酒井　康行
  （LEREAU-BERNIER, MYRIAM）
 固体酸化物形燃料電池電極における三相界面反応局所交換電流密度の導出 鹿園　直毅
  （SCIAZKO, ANNA）
 半導体量子構造を用いた新規高効率固体冷却素子技術の開拓 平川　一彦
  （YANGUI, AYMEN）
 プラズモン共鳴を用いた可視・赤外光による Zスキーム型水分解 立間　　徹
  （KAO, KUN-CHE）
 単一分子トランジスタのテラヘルツダイナミクスと分子スピントロニクスへの展開 平川　一彦
  （TANG, CHIU-CHUN）
 ジオセルを活用した補強土擁壁技術の開発と多様な現場条件への適用 清田　　隆
  （MUNOZ PRINCIPE, HENRY）
 混合系の構成要素の大きさの非対称性が相分離の運動学的経路に与えるインパクト 田中　　肇
  （ABUILLAN, WASIM）
 Mg合金の革新マイクロ製造技術開発とそのマイクロ成形への応用 古島　　剛
  （LI, HEJIE）
 鋼―複合材ハイブリッド軽量構造のホットスタンピングの計算機・物理シミュレーション 柳本　　潤
  （TAYLOR, THOMAS）
 MEMS技術による振動発電素子の IoT応用 年吉　　洋
  （DURAND, BRIEUX）
 ゲノム編集とマイクロ流体技術を活用した RNA反応ネットワークの構築 藤井　輝夫
  （BACCOUCHE, ALEXANDRE）

Ｂ．民間等との共同研究
　本所の民間等との共同研究は，平成 29 年度において次のような数字を示している．
　　受入件数 214件
　　受 入 額 860,141千円

Ｃ．民間等との共同研究（相互分担型）
　本所の民間等との共同研究（相互分担型）は，平成 29 年度において次のような数字を示している．
　　受入件数 19件

Ｄ．受託研究（一般）
　本所の受託研究は，平成 29 年度において次のような数字を示している．
　　受入件数 149件
　　受 入 額 4,248,647千円

Ｅ．受託研究（文部科学省委託事業）
　平成 29 年度において次のような数字を示している．
　　受入件数 4件
　　受 入 額 700,320千円

Ｆ．寄付金
　本所の寄付金は，平成 29 年度において次のような数字を示している．
　　受入件数 156件
　　受 入 額 281,447千円

G．補助金
　本所の補助金は，平成 29 年度において次のような数字を示している．
　　受入件数 3件
　　受 入 額 14,445千円
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6．国際交流
　専門化の進んだ工学の発展には国際的な学術交流が不可欠である．本所では下記のような国際交流活動を積極的に
展開しており，国際交流委員会がその支援を行っている．

Ａ．国際交流協定
　交流を円滑に，かつ継続的に進めるため，外国の工学系大学・学部，研究所その他の研究機関等と国際交流協定を
締結し，共同研究の実施，シンポジウムの共催，研究者の交流等を行っている．平成 29年度末現在，下記の 21研究
機関と国際交流協定を締結している．また，研究交流推進確認書（プロトコル）を 16件，合意書（Agreement）を 2件，
覚書（MOU）を 3件，締結している．

協定先 国名
締結（更新）
年月日

期間 備考

（全学協定 -生研主担当部局案件／部局協定）
大連理工大学 中華人民共和国 1987.1.1

（2018.4更新予定）
5年 部局協定

フランス国立科学研究センター
CNRS

フランス共和国 1994.6.30
（2017.11.6 更新）

5年 全学協定

サウサンプトン大学 英国 2001.6.4
（2017.4.1更新）

5年 全学協定

国立清華大学工学院 台湾 2006.11.30
（2018.4更新予定）

5年 部局協定

グラスゴー大学 英国 2007.10.22
（2013.5.14更新）

5年 全学協定

昆明理工大学 中華人民共和国 2007.11.26
（2013.3.21更新）

5年 部局協定

カシャン高等師範学校 フランス共和国 2008.3.28
（2013.12.13更新）

5年 部局協定

清華大学 中華人民共和国 2009.7.3
（2014.10.13更新）

5年 全学覚書

上海交通大学海洋研究院 中華人民共和国 2009.11.17
（2015.5.14更新）

5年 部局協定

ヴュルツブルグ大学 ドイツ連邦共和国 2010.6.30
（2015.7.29更新）

5年 全学協定

ソウル大学校工科大学電気工学部 大韓民国 2010.10.4
（2015.10.4更新）

5年 部局覚書

成均館大学校工科大学 大韓民国 2011.3.4
（2016.3.4更新）

5年 部局覚書

同済大学 中華人民共和国 2012.3.1
（2017.3.1更新）

5年 部局協定

リヨン大学 フランス共和国 2012.9.5
（2017.9.5更新）

5年 全学協定

AGH科学技術大学エネルギー・燃
料学部

ポーランド共和国 2013.5.8 5年 部局協定

ENS（エコール・ノルマル・シュー
ペリュール）物理学科

フランス共和国 2013.4.2
（2018.4更新予定）

5年 部局覚書
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フリードリヒ・アレクサンダー大学
エアランゲン・ニュルンベルク工学部

ドイツ連邦共和国
（エアランゲン，ニュ
ルンベルク）

2013.5.8
（2018.5更新予定）

5年 部局協定

アブダビ石油大学 アラブ首長国連邦 2014.3.10 5年 部局協定
 Attachment

ロイヤルカレッジオブアート 英国 2016.12.20 5年 部局覚書
ニューヨーク幹細胞財団 アメリカ合衆国 2017.4.11 3年 部局覚書
南方科技大学 中華人民共和国 2018.3.28 5年 部局協定

（研究交流推進確認書　プロトコル）
韓国情報通信大学院大学校工学部 大韓民国 2001.7.25

（2014.8.28更新）
5年

韓国機械研究院 大韓民国 2003.6.6 5年
（2014.7.17更新）

ヌシャテル大学マイクロテクノロ
ジー研究所

スイス連邦 2003.12.4
（更新予定）

5年

VTTフィンランド技術研究センター フィンランド共和国 2004.8.16
（2014.10.3更新）

5年

モンタレー湾水族館研究所 アメリカ合衆国 2004.11.11
（更新予定）

5年

ナンヤン工科大学工学部 シンガポール共和国 2005.3.29
（2015.5.18更新）

5年

スイス連邦工科大学ローザンヌ校
マイクロエンジニアリング科

スイス連邦 2006.12.12
（更新予定）

5年

ヴュルツブルグ大学生物学部 ドイツ連邦共和国 2009.12.7
（2015.1.31更新）

5年

武漢理工大学交通学院 大韓民国 2010.12.26
（2015.12.21更新）

5年

浙江海洋学院水産学院 中華人民共和国 2010.12.28
（2015.12.26更新）

5年

浦項工科大学校慶北シーグラント
センター

大韓民国 2011.6.16
（2016.6.16更新）

5年

モンテネグロ大学 モンテネグロ 2014.4.29 5年
モンクット王工科大学ラートクラバ
ン校 工学系研究科

タイ王国 2014.11.1 5年

東ダバオ州科学技術大学 フィリピン共和国 2015.5.25 5年
四川大学建築与環境学院 中華人民共和国 2015.10.20 5年
ソウル大学校工科大学機械航空学部 大韓民国 2015.11.3 5年

（合意書　Agreement）
ホーチミン市工科大学化学工学部 ベトナム社会主義共

和国
2006.2.14
（2013.5.2更新）

5年

ケースウェスタンリザーブ大学
およびシナプスバイオメディカル社

アメリカ合衆国 2015.11.6 5年
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（覚書　MOU）
カンボジア政府アンコール地域保存
維持管理機構（APSARA）

カンボジア王国 2012.3.30
（更新予定）

3年

HUAWEI Japan Research Center 中華人民共和国 2016.10.17 3年
ダルムシュタット工科大学 ドイツ連邦共和国 2017.6.23 5年

Ｂ．生研シンポジウム
　（一財）生産技術研究奨励会の援助を受けて，平成 29年度は下記のシンポジウムを実施した．

1 名称： 気候の極端現象と全球エネルギー・水循環：分野横断による知識の融合と新展開
  Climate extremes and the global energy and water cycle: Improving and integrating knowledge across 

disciplines
 期間： 平成 29年 5月 16日～平成 29年 5月 19日
 スピーカー： 70名（うち海外 30名）
 総出席者： 84名（うち海外 34名）
 担当教員： 沖　　大幹

2 名称： 第 19回走査プローブ顕微鏡国際会議
  The 19th International Scanning Probe Microscopy Conference
 期間： 平成 29年 5月 17日～平成 29年 5月 19日
 スピーカー： 85名（うち海外 50名）
 総出席者： 117名（うち海外 53名）
 担当教員： 髙橋　琢二

3 名称： 第 8回アジア太平洋構造工学若手研究者シンポジウム

 期間： 平成 29年 9月 6日～平成 29年 9月 8日
 スピーカー： 74名（うち海外 53名）
 総出席者： 101名（うち海外 67名）
 担当教員： 長井　宏平

4 名称： 太陽物理に関連するヘリシティ研究会 2017
  Helicity Thinkshop on Solar Physics 2017
 期間： 平成 29年 11月 19日～平成 29年 11月 24日
 スピーカー： 40名（うち海外 29名）
 総出席者： 60名（うち海外 35名）
 担当教員： 横井　喜充

5 名称： 第 22回微小光学国際会議
  The 22nd Microoptics Conference
 期間： 平成 29年 11月 19日～平成 29年 11月 22日
 スピーカー： 159名（うち海外 56名）
 総出席者： 250名（うち海外 71名）
 担当教員： 岩本　　敏

6 名称： 第 4回東アジア前近代建築・都市史円卓会議

 期間： 平成 29年 12月 16日～平成 29年 12月 17日
 スピーカー： 10名（うち海外 5名）
 総出席者： 120名（うち海外 110名）
 担当教員： 村松　　伸
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Ｃ．外国人研究者招聘
　日本学術振興会（JSPS）の援助等により，平成 29年度は下記の外国人研究者を招聘した．

氏　　　名 国　籍 研　究　課　題 研究期間 担当教員
THEURKAUFF Isaac
（JSPS外国人特別研究員）

フランス共和国 実験統計物理：臨界カシミア力の微視的研究 2015/04/13～
2017/04/12

田中　　肇
教授

（JSPS外国人特別研究員）
フランス共和国 マイクロ工学によるがん微小環境モデルの

構築
2015/09/29～
2017/09/28

松永　行子
講師

（JSPS外国人特別研究員）
フランス共和国 非均衡なアクティブ系における相互作用の

測定
2015/10/16～
2017/10/15

田中　　肇
教授

（JSPS外国人特別研究員）
インド インドのオフィスビルにおける熱的快適性

の適応モデルの開発
2015/11/25～
2017/11/24

大岡　龍三
教授

（JSPS外国人特別研究員）
中華人民共和国 乱れを制御可能な系におけるガラス移転・

ジャミングの研究
2015/11/29～
2017/11/28

田中　　肇
教授

（JSPS外国人特別研究員）
ロシア連邦 熱フォノニクスの新奇物理の探索と実現

－フォノニックブースト効果の実証
2016/04/01～
2017/09/30

野村　政宏
准教授

（崔　元準）
（JSPS外国人特別研究員）

大韓民国 地中熱利用ヒートポンプシステムの設計信頼
性向上のための熱性能・応答試験法の開発

2016/04/01～
2018/03/31

大岡　龍三
教授

（JSPS外国人特別研究員）
フランス共和国 iPS細胞の肝細胞分化に適したマイクロ流

体デバイスの開発
2016/05/16～
2017/11/04

酒井　康行
教授

（JSPS外国人招へい研究者（長期））
中華人民共和国 柱ハニカムハイブリッド構造に基づくバイ

オミメティック超軽量複合構造材の開発
2016/09/01～
2017/06/30

岡部　洋二
准教授

（JSPS外国人特別研究員）
インドネシア共
和国

アジア域の劣化した RC構造物の残存性能
評価と補修のための大規模数値解析

2016/09/01～
2018/08/31

長井　宏平
准教授

（翁　銭春）
（JSPS外国人特別研究員）

中華人民共和国 テラヘルツナノスコピーによる非均衡ダイ
ナミクスの解析

2016/09/01～
2018/08/31

梶原　優介
准教授

（古　艶磊）
（JSPS外国人特別研究員）

中華人民共和国 都市部における自動運転の self-localization
に関する統合的研究

2016/10/01～
2018/09/30

上條　俊介
准教授

（JSPS外国人特別研究員）
チュニジア共和
国

半導体量子構造を用いた新規高効率固体冷
却素子技術の開拓

2016/10/25～
2018/10/24

平川　一彦
教授

（JSPS外国人特別研究員）
ポーランド共和
国

固体酸化物形燃料電池電極における三相界
面反応局所交換電流密度の導出

2016/11/29～
2018/11/28

鹿園　直毅
教授

（JSPS外国人特別研究員）
タイ王国 グラフェンの歪みナノ構造のプラズモニク

ス開拓およびそのセンシングへの応用
2016/11/29～
2018/11/28

志村　　努
教授

 
（JSPS外国人特別研究員）

中華人民共和国 Mg合金の革新マイクロ製造技術開発とそ
のマイクロ成形への応用

2017/04/01～ 
2018/04/18

古島　　剛 
准教授

（高　琨哲） 
（JSPS外国人特別研究員）

台湾 プラズモン共鳴を用いた可視・赤外光によ
る Zスキーム型水分解

2017/04/01～ 
2018/02/15

立間　　徹 
教授

（唐　九君） 
（JSPS外国人特別研究員）

台湾 単一分子トランジスタのテラヘルツダイナ
ミクスと分子スピントロニクスへの展開

2017/04/08～ 
2019/04/07

平川　一彦 
教授

 
（JSPS外国人特別研究員）

ドイツ連邦共和
国

混合系の構成要素の大きさの非対称性が相
分離の運動学的経路に与えるインパクト

2017/05/01～ 
2019/04/30

田中　　肇 
教授

ZAKI Tamer A.N. 
外国人招へい研究者（短期）

米国 センサ情報と直接数値シミュレーションの
融合による壁乱流状態推定

2017/05/08～ 
2017/07/05

長谷川洋介 
准教授

 
（JSPS外国人特別研究員）

フランス共和国 MEMS技術による振動発電素子の IoT応用 2017/06/01～ 
2019/05/31

年吉　　洋 
教授

 
（JSPSサマープログラム）

英国 ― 2017/06/20～ 
2017/08/21

ホームズ　マーク 
准教授

 
（JSPS外国人特別研究員）

ペルー共和国 ジオセルを活用した補強土擁壁技術の開発
と多様な現場条件への適用

2017/07/08～ 
2019/07/07

清田　　隆 
准教授
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（JSPS外国人特別研究員）

英国 鋼―複合材ハイブリッド軽量構造のホットス
タンピングの計算機・物理シミュレーション

2017/09/25～ 
2018/03/31

柳本　　潤 
教授

 
（JSPS外国人特別研究員）

フランス共和国 ゲノム編集とマイクロ流体技術を活用した
RNA反応ネットワークの構築

2017/11/29～ 
2019/11/28

藤井　輝夫 
教授

 
（JSPS外国人特別研究員（欧米短期））

フランス共和国 iPS細胞からの肝分化誘導におけるカルシ
ウムチャネルの寄与解析

2018/03/05～ 
2018/06/04

酒井　康行 
教授

 
（JSPS外国人特別研究員（欧米短期））

フランス共和国 ストーリーポートレートによるユーザーとのイ
ンターフェース共創のための新規手法開発

2018/03/30～ 
2019/03/29

ペニントン　マイルス 
教授

Ｄ．国際共同ラボラトリー
　本学とフランス国立科学研究センター（CNRS）との間に結ばれた学術交流協定に基づき創設された LIMMS/
CNRS-IISは，1995年の創設以来，その活動が評価され，2004年度より CNRSの正式な国際共同研究組織 UMI（Unit  
Mixte Internationale）に昇格した．これまでに約 200名のフランス人研究員を受け入れてきた．2011年 12月には欧州
連合第 7次枠組み計画（EU-FP7）による EUJO-LIMMS（ ）プログラムが採択され，我
が国初の欧州国際共同研究ラボとして，スイス連邦工科大学ローザンヌ校（EPFL），ドイツフライブルグ大学マイク
ロテクノロジー研究所（IMTEK），フィンランド技術研究センター（VTT），オランダトゥエンテ大学MESA＋から
も研究者を受け入れて共同研究を進めた（2016年 5月終了）．2014年には LIMMSのミラーサイトとして，フランス・
リール市に癌研究を主目的とした研究組織 SMMIL-Eを現地研究機関と共同で設置しバイオMEMS関連の共同研究
を実施している．また， SMMIL-Eを中心とする欧州地域の研究者や EUとのネットワーク形成，プロジェクトの管理・
サポートを目的とし，2015年には東京大学生産技術研究所ヨーロッパ連携事務所（IBEC）を開設した．
　2014年 1月には，本学とマックスプランク協会が，炎症のメカニズムと関連疾患に関する研究を統合的に推進す
ることを目的とした研究センター，東京大学Max Planck統合炎症学国際連携研究センター（Max Planck-The 

）を設立した．センターの研究活動を通じ，本研究分野に関する
相互の学術的連携や人材交流等を図り，また新しい疾患概念の樹立や治療法の確立を目指すことを目的としている．
加えて，本学が推進している医工連携の更なる拡大・発展にも寄与するとともに，このような学際的研究分野を担う
人材育成に広く貢献できると期待している．

Ｅ．海外拠点・分室
　本所では，海外研究機関との研究協力関係をさらに発展させるため，次の研究機関に研究拠点・分室を設置している．

拠点・分室名称 所在地 設置年 設置国側機関
RNUS：都市基盤の安全性向上のための連携研究拠点（東
大生研パトゥンタニ分室）

タイ王国・パトゥ
ンタニ

2002 アジア工科大学院
（AIT）

BNUS：都市基盤の安全性向上のための南アジア研究開発
拠点（東大生研ダッカ分室）

バングラデシュ人民
共和国・ダッカ

2006 バングラデシュ工科大
学（BUET）

東京大学生産技術研究所トロント大学オフィス（東大生研
北米拠点）

カナダ・トロント 2006 トロント大学応用理工
学部

東京大学生産技術研究所次世代モビリティ研究センター
ブリスベーンオフィス（東大生研ブリスベーン分室）

オーストラリア連
邦・ブリスベーン

2009 クイーンズランド工科
大学

東京大学生産技術研究所 SMMIL-E フランス共和国・
リール

2014 フランス国立科学研究
センター（CNRS），オス
カーランブレ病院セン
ター，リール第一大学

東京大学ニューヨークオフィス アメリカ合衆国・
ニューヨーク

2014

東京大学生産技術研究所 ヨーロッパ連携事務所　 フランス共和国・
リール

2015 フランス国立科学研究
センター（CNRS）
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Ｆ．外国人研究者の講演会
　　主催：東京大学生産技術研究所
　　共催：一般財団法人生産技術研究奨励会

・4月 11日
　
　Prof. Rafael REBOLO L PEZ
　 　　　

・4月 13日
　 -

SITION
　Dr. Alexander Krivchikov 
　

・5月 1日
　SOME STRANGE SURFACE PROPERTIES OF WATER AND ICE
　Prof. Daniel Bonn
　

・5月 1日
　
　
　

・5月 9日
　TREATING DIABETES WITH HUMAN PLURIPOTENT STEM CELL-DERIVED ISLET CELLS
　
　

・5月 12日
　
　Dr. Malcolm Faers
　

・5月 12日
　
　Prof. Kwang Woo Kim
　

・6月 22日
　THERMAL TRANSPORT IN ORGANIC-INORGANIC HETEROSTRUCTURES
　
　

・6月 30日
　FUNCTIONAL GRAPHENE BASED MATERIALS AND COLLOIDS
　
　

・6月 30日
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　Dr. CEDER Avishai
　
　
　

・7月 5日
　
　
　

・8月 23日
　DESIGNING MOLECULES AND TAILORING SURFACES FOR IN VIVO DETERMINATION IN THE BRAIN
　
　

・9月 8日
　
　Prof. Tony D. James
　

・9月 15日
　
　
　

・9月 15日
　THE MODERN BRAZILIAN ARCHITECTURE FROM RIO DE JANEIRO TO SAO PAULO: LIGHTNESS AND WEIGHT
　
　

・10月 3日
　
　Dr. Simon Partridge
　

・10月 18日
　
　
　

・10月 20日
　
　Prof.  Pablo G. Debenedetti
　 　

・10月 30日
　MOLECULAR BEAM STUDIES OF THE DISSOCIATION OF H₂ AND O₂ ON BIMETALLIC SURFACES 
　Prof. Daniel Farias
　 　

・11月 1日
　

POST-INTERVENTION 
　Dr. Ryo Torii
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・11月 14日
　
　Prof. Arnab Rai CHOUDHURI
　

・11月 17日
　
　Prof. Nathan KLEEORIN
　

・11月 17日
　
　Prof. Rodion STEPANOV
　 　　　

・11月 20日
　KNOTTED MATTER
　
　

・12月 1日
　 -

NISM
　
　

　　

・12月 1日
　DIGGING 4 DATA: A GATE TO INFORMATION ABOUT HISTORICAL BUILDINGS AND SITES IN INDONESIA 
　
　 　

・12月 1日
　 PUBLIC PRIVATE PARTNERSHIPS AS AN ALTERNATIVE APPROACH FOR HERITAGE CONSERVATION IN INDO-

NESIA 
　
　

・12月 7日
　
　Prof.  Haixia （Alice） Zhang
　北京大学　微電子学研究院　（ ）中国
　
・1月 19日
　CALIFORNIA’ … 
　
　
　
・2月 13日
　 -

AL SCALE
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　Dr. Filipe Aires
　 　（フランス国立科学研究センター　研究統括）
　Observatorie de Paris （パリ天文台）
　
・3月 8日
　
　Prof. Antonio FERRIZ-MAS
　
　
・3月 15日
　THE BIG ENVIRONMENTAL CHALLENGE IN TRAFFIC－
　Prof. Axel Wolfermann
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Ｇ．外国人研究者の来訪
・4月 4日
　　フランス共和国　IHEST　仏科学技術高等研究院
　　 ディレクター　他 48名
・4月 11日
　　スペイン王国　カナリア宇宙物理学研究所
　　Prof. Rafael REBOLO所長　他 1名
・4月 11日
　　中華人民共和国　香港科技大学　
　　Prof. Tony F CHAN学長　他 3名　
・4月 13日
　　中華人民共和国　深圳市副市長
　　艾　学峰　副市長　他 8名
・5月 17日
　　フランス共和国　パリ・サクレー大学連盟　
　　
・5月 19日
　　ポーランドエネルギー省，関係企業
　　Ms. Woicka- ławska外務省経済協力長官　他 17名
・5月 23日
　　タイ王国　TPA（泰日経済技術振興協会）
　　 会長　他 10名
・5月 31日
　　韓国京畿道庁
　　柳　在煥　道路運営チーム長　他 9名
・5月 31日
　　ジョージア国外務大臣
　　H.E. Minister Mr. Janelidze　他 7名
・6月 2日
　　フランス共和国　東京国際フランス学園
　　 　他 4名
・6月 16日
　　ポーランド共和国　シレジア工科大学
　　Prof. Marek Pawełczyk副学長　他 1名
・6月 19日
　　オーストラリア連邦　サザンクロス大学工学部
　　Prof. John Black 　他 12名
・6月 29日
　　フランス共和国　ILITEプログラム
　　
・7月 21日
　　アメリカ合衆国　Texas Tech University 
　　Prof. Theodore Cleveland　他学生 16名
・7月 26日
　　イラン・イスラム共和国　Islamic Azad University　
　　 副学長　他 4名
・9月 1日
　　インドネシア共和国　国家防災庁
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・9月 6日
　　フランス大使館科学技術参事官
　　
・10月 2日
　　フランス共和国　高等教育・研究・イノベーション大臣
　　 大臣　他 7名
・10月 3日
　　フランス共和国　リヨン大学
　　 元学長　他 1名
・10月 4日
　　英国政府首席科学顧問
　　Sir Mark Walport　他 2名
・10月 26日
　　中華人民共和国　
　　 　30名
・11月 8日
　　フランス共和国　UTC  Universit  de Technologie Compi gne
　　Prof. Olivier Gapenne副学長　他 6名
・11月 22日
　　フランス共和国　ボルドー大学
　　Prof. Pierre Dos Santos副学長
・11月 27日
　　中華人民共和国　台湾国立中央大学（NCU）
　　 　他 5名
・11月 27日
　　Global Advisory Board Meeting
　　UTokyo Global Advisory Board　25名
・11月 29日
　　フランス共和国　サンカンタン市長
　　 市長　他 5名
・1月 29日
　　中華人民共和国　南方科技大学工学院長
　　徐　政和　工学院長　他 7名
・2月 2日
　　フランス共和国　ILITEプログラム
　　 　他 5名
・2月 13日
　　オランダ王国　トゥエンテ大学，オランダ経産省他
　　Prof. Van der Wiel　他 5名
・3月 7日
　　ラトビア共和国　リガ工科大学
　　 　他 2名
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Ｈ．外国出張等一覧
長期外国出張（１ヶ月以上）

氏　　名 職　名 目　的　国 渡航期間 備　　考

米谷　　竜 助　　　教 アメリカ合衆国 2017/04/01～2017/08/22 奨励会特定研究奨励助成

和田健太郎 助　　　教 アメリカ合衆国 2017/04/01～2018/02/02

小林　徹也 准　教　授 英国 2017/04/01～2018/01/29 奨励会特定研究奨励助成

杉山　友規 特任研究員 英国 2017/05/06～2017/09/11

吉田　健治 助　　　教 フランス共和国 2017/05/14～2017/08/02 
2017/09/15　2017/11/04

崔　　元準 東京大学特別研究員 英国 2017/05/22～2017/06/22

東京大学特別研究員 インド 2017/05/27～2017/07/01

郷右近英臣 助　　　教 ミャンマー連邦共和国 2017/06/14～2017/08/01

大沼友貴彦 特任研究員 デンマーク王国 2017/06/20～2017/07/22

金　　炯俊 特任准教授 アメリカ合衆国 2017/08/15～2018/03/04

安宅　　学 助　　　手 フランス共和国 2017/08/25～2018/03/26

松本　京子 特任研究員 タイ王国 2017/08/29～2017/10/06 
2017/11/06～2017/12/23

芳村　　圭 准　教　授 アメリカ合衆国 2017/09/02～2018/03/07

本間　裕大 准　教　授 アメリカ合衆国 2017/09/03～2018/03/31 奨励会特定研究奨励助成

田尻　武義 東京大学特別研究員 オーストラリア連邦 2017/10/02～2018/03/29

樋口　啓太 特 任 助 教 アメリカ合衆国 2017/10/10～2017/11/23 
2017/12/11～2018/03/05

一般財団法人生産技術研究奨励会　三好研究助成

氏　　名 職　名　等 目　的　国 渡航期間 備　　考

吉田　健治 助　　　教 フランス共和国 2017/09/15～2017/11/14 出張

一般財団法人生産技術研究奨励会　国際研究集会派遣助成

氏　　名 職　名　等 目　的　国 渡航期間 備　　考

特任研究員 デンマーク王国 2017/04/01～2017/04/17 出張
羽田野直道 准　教　授 ドイツ連邦共和国 2017/05/15～2017/05/19 出張
中澤　克昭 大学院学生 アメリカ合衆国 2017/05/21～2017/05/26 出張
諌山　都子 大学院学生 オーストラリア連邦 2017/05/28～2017/06/01 出張
申　　東哲 大学院学生 台湾 2017/06/18～2017/06/22 出張
松田　匠未 特任研究員 英国 2017/06/19～2017/06/22 出張
舘野　道雄 大学院学生 アメリカ合衆国 2017/07/02～2017/07/30 出張
村田　　慧 助　　　教 英国 2017/07/09～2017/07/14 出張
石井　和之 教　　　授 英国 2017/07/09～2017/07/14 出張

特任研究員 スロベニア共和国 2017/07/15～2017/07/28 出張
柳澤　亮人 大学院学生 アメリカ合衆国 2017/07/30～2017/08/04 出張
小野寺桃子 大学院学生 ギリシャ共和国 2017/09/25～2017/09/29 出張
前田　紘弥 大学院学生 アメリカ合衆国 2017/09/07～2017/09/10 出張
平野　太一 技術専門職員 アメリカ合衆国 2017/10/08～2017/10/12 出張
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古池　香里 大学院学生 アメリカ合衆国 2017/10/22～2017/10/26 出張
平田　優介 大学院学生 アメリカ合衆国 2017/10/22～2017/10/26 出張
横溝　晃世 大学院学生 アメリカ合衆国 2017/10/22～2017/10/26 出張
奥村　　周 大学院学生 アメリカ合衆国 2017/10/22～2017/10/26 出張
坂田　理子 大学院学生 インド 2017/10/23～2017/10/27 出張

大学院学生 インド 2017/10/23～2017/10/28 出張
内田　聖菜 大学院学生 インド 2017/10/23～2017/10/27 出張

大学院学生 インド 2017/10/23～2017/10/27 出張
井上　和樹 大学院学生 インド 2017/10/23～2017/10/27 出張
祖父江英謙 大学院学生 アメリカ合衆国 2017/11/07～2017/11/10 出張

大学院学生 中華人民共和国 2017/12/10～2017/12/14 出張
大学院学生 中華人民共和国 2017/12/10～2017/12/14 出張

梶田　真司 特任研究員 フランス共和国 2018/02/25～2018/03/02 出張
特任研究員 アメリカ合衆国 2018/03/05～2018/03/09 出張
博士研究員 アメリカ合衆国 2018/03/05～2018/03/09 出張

７． 研究交流

Ａ．研究所公開（駒場地区）
　平成 29年 6月 2日（金）・6月 3日（土）の 2日間にわたって開催され， 名を超える来場者を迎えた．
　公開された講演および研究は次のとおりである．

講演会・シンポジウム　※先端科学技術研究センター等との共同開催を除き本所関係分のみ抜粋
　6/2
　『オープニングセレモニー　「社会ニーズと技術シーズの融合を実現するデザイン未来像」』
　　　「所長挨拶」
 生産技術研究所　所長　　藤井　輝夫
 先端科学技術研究センター　所長　　神崎　亮平
　　　「 東京大学生産技術研究所における価値創造デザインの試み」
 生産技術研究所　教授　　山中　俊治
　　　「物から人や社会をデザインする」
 先端科学技術研究センター　教授　　中邑　賢龍
　『力学的モデルによる細胞の集団運動のシミュレーション』
 生産技術研究所　客員教授　　山本　量一
　『体の中で機能する分子の光サイエンス』
 生産技術研究所　教授　　石井　和之
　『日本の産業の国際競争力再生のための新研究領域 ４つのテーマ』
　　　「ご挨拶」
 一般財団法人生産技術研究奨励会　理事長　　小林　敏雄
 生産技術研究所　所長　　藤井　輝夫
　　　「モビリティ分野のパラダイムシフトと総合学術体系の確立へ向けて」
 生産技術研究所　教授　　大口　　敬
　　　「ピーカンナッツ生産による日本の農業再生のための先端技術開発」
 生産技術研究所　准教授　　沖　　一雄
 生産技術研究所　准教授　　巻　　俊宏
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　　　「シミュレーションによる燃料電池自動車用高圧水素容器の設計と製造の高度化」
 生産技術研究所　教授　　吉川　暢宏
　　　「 日本における本格的な災害対応トレーニングセンター（トレセン）の建設・運営を考える～米国など海外調

査の結果も踏まえて～」
 生産技術研究所　講師　　沼田　宗純
6/3
　『シンポジウム　「パリ協定後の世界」』
　　　「趣旨説明」
 横浜国立大学　教授　　松田　裕之
　　　「パリ協定はなぜ重要なのか？今後の課題とは？」
 国立環境研究所　主任研究員　　久保田　泉
　　　「パリ協定と気候変動資金に関する動向」
 森林総合研究所　主任研究員　　森田香菜子
　　　「持続可能な開発と気候変動対策」
 生産技術研究所　教授　　沖　　大幹
　『日本の橋梁の現状と維持管理の将来』
 生産技術研究所　准教授　　長井　宏平
　『二つの温暖化　－都市化と気候変動－』
 生産技術研究所　教授　　大岡　龍三

理科教室
　6/3
　デジタルカメラで「光」の不思議を体験しよう
 ニコンイメージングサイエンス寄付研究部門／（株）ニコンイメージングジャパン　ニコンカレッジ

 公　　開　　題　　目 研究担当者
基礎系部門
液体・ソフトマターの時空階層性にせまる 田中　　肇
地震と津波から建物を守るために－被害の検証と評価－ 中埜　良昭
東京オリンピックで水素社会を実証するために－高圧水素容器の開発－ 吉川　暢宏
表面と界面の科学 福谷　克之
そこが知りたい！液体の世界 酒井　啓司
乱流の物理とモデリング 半場　藤弘
材料の強度および物性に関するマルチスケール解析 梅野　宜崇
水素吸収材の表面ダイナミックス ビルデ マーカス
地圏災害予測・軽減への挑戦 清田　　隆
超高速ナノ光科学～新しい分光法および光－物質制御法の開拓～ 芦原　　聡

機械・生体系部門
生産技術基盤の強化：超を極める射出成形とパルプ射出成形の新展開 横井　秀俊
プロトタイピング＆デザインラボラトリー 山中　俊治
1．非定常乱流と空力騒音の予測と制御 加藤　千幸
2．熱エネルギー変換機器に関する研究
車両の運動と制御 須田　義大
予測医療に向けた循環器系シミュレーションと可視化計測 大島　まり
生体分子やナノ分子の革新的なシミュレーション 佐藤　文俊
固体酸化物形燃料電池と次世代熱機関の研究 鹿園　直毅
機能形状創製：3Dプリンティングと高次機能射出成形品製造技術 新野　俊樹
応用広帯域誘電分光と乾燥・冷却技術 白樫　　了
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モビリティにおける計測と制御 中野　公彦
超音波を用いた複合材構造の健全性診断システム 岡部　洋二
高効率生産のための加工・組立の要素技術 土屋　健介
新規テラヘルツ顕微鏡と接合のサイエンス 梶原　優介
先進塑性加工技術：微細精密プレス成形とマイクロチューブフォーミング 古島　　剛
光が照らす海の世界 ソーントン ブレア
熱流体工学における逆問題 長谷川洋介
最先端工学研究を題材とした教育活動 川越　至桜

情報・エレクトロニクス系部門
人々の生活に溶け込む集積システム 桜井　貴康
 高宮　　真
1．現象とダイナミクス～数学で理解する生命，自然，社会～ 合原　一幸
2．光・電子で創る，脳型コンピュータ 河野　　崇
3．数理・情報で解き明かす生命現象 小林　徹也
シリコンベース集積ナノデバイス 平本　俊郎
 小林　正治
都市空間センシングとモビリティ 瀬崎　　薫
暗号と情報セキュリティ 松浦　幹太
3D e-Heritage: 3次元デジタル文化財の生成・解析・展示 大石　岳史

物質・環境系部門
1．イオンビームを用いた微小領域三次元元素分布解析及びナノビーム SIMS 尾張　真則
2．三次元アトムプローブの装置開発
糖鎖とフルオラス溶媒を用いる細胞工学 畑中　研一
半導体低温結晶成長技術が拓く未来エレクトロニクスの世界 藤岡　　洋
炭素系薄膜の形成－ダイヤモンド，アモルファス炭素 光田　好孝
ペプチド触媒－酵素のエッセンスを取り入れた新しい触媒 工藤　一秋
機能性分子の開発 石井　和之
分子の大きさ，ナノ空間の広さ，ゼオライト触媒の力 小倉　　賢
有機結晶の化学－分子の並びから生まれる機能 北條　博彦
原子と電子の役割を知る 溝口　照康
多数の金属が集積した化合物群が拓く新機能 砂田　祐輔
結晶欠陥の構造と物性 徳本　有紀
神経と脳の形を作る仕組みを理解する 池内与志穂
超分子分析化学に基づくセンシングデバイス 南　　　豪

人間・社会系部門
都市における空間情報－街と人の科学－ 柴崎　亮介
 関本　義秀
1．マイクロバイオーム解析が拓くパンデミック対策 加藤　信介
2．風洞施設による強風の体験
住まいまわり IoTの可能性 野城　智也
人と建築をつなぐ空間構造 川口　健一
地球水循環監視・予測技術の最前線 沖　　大幹
 沖　　一雄
 芳村　　圭
 木口　雅司
 吉兼　隆生
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窓Ⅱ－時空間からの環境との対話 村松　　伸
 林　　憲吾
コンクリートの物性と構造物の耐久性 岸　　利治
1．未来の都市空間設計 大岡　龍三
2．ZEBを実現する未来のエネルギーシステム
安全で持続可能な交通社会の実現のための技術開発 大口　　敬
森と都市の共生　循環型資源としての木造建築 腰原　幹雄
イノベーションのための空間 今井公太郎
静穏・快適な音環境実現のための技術開発 坂本　慎一
リモートセンシングによる環境・災害の計測と国際的技術協力 竹内　　渉
建築の可能性 川添　善行
持続可能な社会の実現に向けた建設材料の高耐久化とリサイクル技術の開発 酒井　雄也
都市環境のモニタリングと制御技術 菊本　英紀

非鉄金属資源循環工学寄付研究部門
非鉄金属のリサイクルの研究 前田　正史
 岡部　　徹
 中村　　崇
 所　　千晴

未来の複雑社会システムのための数理工学社会連携研究部門
複雑社会システムの問題に挑む数理工学 合原　一幸

未来ロボット基盤技術社会連携研究部門
精密変形加工，樹脂・金属一体加工，ロボットシステム開発 森　　三樹
 新野　俊樹
 柳本　　潤
 大石　岳史

社会課題解決のためのブレインモルフィックAI 社会連携研究部門
ブレインモルフィック AI 合原　一幸
 河野　　崇

光電子融合研究センター
未来社会に向けた光電子融合科学技術 光電子融合研究センター
ナノフォトニクス，光電子融合基盤および量子情報技術の最先端 荒川　泰彦
 岩本　　敏
光システム，光デバイス，光材料：ホログラフィックメモリーとナノプラズモニクス 志村　　努
－アトからテラまで－ナノ量子構造のダイナミクスとデバイス応用 平川　一彦
ナノ材料の多彩な光機能 立間　　徹
複合原子層ファンデルワールス接合の作製と量子輸送現象 町田　友樹

ソシオグローバル情報工学研究センター
集合視技術：ウェアラブルカメラが拓く人物行動理解・支援の新展開 佐藤　洋一
実世界・ソーシャルビッグデータ高度処理・学習・可視化基盤 喜連川　優
 豊田　正史
 根本　利弘
 吉永　直樹
 生駒　栄司
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 合田　和生
 伊藤　正彦
自動運転・ロケーションサービスの研究 上條　俊介

革新的シミュレーション研究センター
HPCシミュレーション技術の研究開発と産業応用 加藤　千幸
 吉川　暢宏
 加藤　信介
 大島　まり
 佐藤　文俊
 半場　藤弘
 小野　謙二
 畑田　敏夫
 梅野　宜崇
 溝口　照康
 長谷川洋介

エネルギー工学連携研究センター
地球環境とエネルギー問題 エネルギー工学連携研究センター
固体酸化物形燃料電池と次世代熱機関の研究 鹿園　直毅
超高効率発電技術－石炭の高度利用技術及び燃料電池システム－ 小林　由則
固体酸化物形燃料電池をもちいた発電 横川　晴美
革新的エネルギー有効利用技術－エクセルギー再生とコプロダクション－ 堤　　敦司
エネルギーインテグレーションとスマートな持続的社会 荻本　和彦
持続的なエネルギー消費と供給を考える 岩船由美子
持続可能なエネルギー社会構築のためのプロセス設計 甘蔗　寂樹

次世代モビリティ研究センター（ITS センター）
次世代の交通システムをデザインする 須田　義大
 大口　　敬
 大石　岳史
 坂本　慎一
 中野　公彦
 坂井　康一
 小野晋太郎

統合バイオメディカルシステム国際研究センター
生体と融合するマイクロ・ナノマシン 竹内　昌治
再生医療や細胞アッセイのための幹前駆細胞増殖と組織化 酒井　康行
応用マイクロ流体システムの展開／深海から細胞まで 藤井　輝夫
細胞が作り出す世界：組織をデザインする 松永　行子

マイクロナノ学際研究センター
マイクロ・ナノメカトロニクスによる科学探究と産業応用 藤田　博之
 年吉　　洋
 ティクシェ三田 アニエス
力で原子をはかる 川勝　英樹
ナノプロービング技術 髙橋　琢二
安全・健康社会実現を目指すマイクロセンサーネットワークの製造基盤 金　　範埈
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ナノテクで熱を電気に～ナノスケール熱伝導と熱電変換応用～ 野村　政宏

持続型エネルギー・材料統合研究センター
未来材料：チタン・レアメタル 岡部　　徹
動的構造制御が拓くポリマー材料の新構造・新機能 吉江　尚子
メタルプロセッシングとリサイクル 前田　正史
廃棄物ガラス固化体 井上　博之
固体の原子配列秩序と物性 枝川　圭一
溶融合金から半導体を創る　－次世代半導体 SiC，AlNの溶液成長 吉川　　健
環境を支える電気化学材料・プロセス 八木　俊介

都市基盤安全工学国際研究センター（ICUS）
持続可能な都市システムの構築をめざして 都市基盤安全工学国際研究センター
　－地震に強い都市環境の整備－ 目黒　公郎
　－土・地中構造物の長期挙動－ 桑野　玲子
　－持続可能な都市システムの構築をめざして－ 伊藤　哲朗
　－地域安全システム学の構築－ 加藤　孝明
　－地方自治体の合理的なインフラ維持管理のための調査研究－ 長井　宏平
　－未来の都市環境をデザインするための数理技術－ 本間　裕大
　－日本版の災害対応トレーニングセンター（トレセン）を考える－ 沼田　宗純
　－森と都市の共生　循環型資源としての木造建築－ 腰原　幹雄
　－リモートセンシングによる環境・災害の計測と国際的技術協力－ 竹内　　渉
　－都市における空間情報 －街と人の科学－－ 関本　義秀

海中観測実装工学研究センター
海中観測実装工学研究センターにおける研究の展開 海中観測実装工学研究センター
海洋資源探査システム開発 浅田　　昭
マイクロ波レーダによる海面観測と海洋再生可能エネルギー開発 林　　昌奎
海の食料・エネルギー利用と生態系保全 北澤　大輔
海中プラットフォームシステムの未来形 巻　　俊宏
海洋ナノセンシング 西田　周平

最先端数理モデル連携研究センター
最先端数理モデル学で実社会の複雑系問題に挑む 最先端数理モデル連携研究センター

先進ものづくりシステム連携研究センター
エコロジー加工技術 橋本　　彰

LIMMS/CNRS-IIS（UMI2820）国際連携研究センター
フランスから欧州へ マイクロナノメカトロニクス共同研究室 ルクレール エリック
 金　　範埈

グループによる総合的な研究：Research Group of Excellence
地震工学のフロンティア　－研究会 50年の歩み－ 耐震構造学研究グル－プ（ERS）
総合的な視点で推進する生産加工技術の研究開発 プロダクションテクノロジー研究会
工学とバイオ研究グループ 工学とバイオ研究グループ
未来の科学者のための駒場リサーチキャンパス公開 SNGグループ
RCA-IIS Tokyo Design Lab 価値創造デザインプロジェクト
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ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構
ナノ量子情報エレクトロニクス研究開発と先端融合領域イノベーション創出 荒川　泰彦
 研究機構各教員

千葉実験所
千葉実験所における研究活動の紹介 千葉実験所

共通施設／その他の組織
加工サンプルの展示と工作機械設備の紹介 試作工場
生研ネットワークおよびシステム紹介 電子計算機室
東京都市大学との学術連携に基づく研究協力（ポスター展示）
 リサーチ・マネジメント・オフィス（RMO）
次世代育成オフィス活動報告 次世代育成オフィス（ONG）
技術職員等研修委員会の活動報告 技術職員等研修委員会

Ｂ．研究所公開（千葉地区）
　平成 29年 10月 27日（金）・28日（土）開催の柏キャンパス一般公開に合わせ，柏地区に機能移転し
た新たな千葉実験所公開が実施され，初日 830名，二日目は 名の来場者を迎えた．
　公開された講演および研究は次のとおりである．

特別講演・施設見学会

 講　　演　　題　　目 講　演　者
柏キャンパス一般公開特別講演会「ミクロの試験管をつくってみたら 」 藤井　輝夫
千葉実験所公開特別講演会「千葉実験所の特色ある実験施設とフィールドの活用」 須田　義大
千葉実験所公開自主講演会「物性物理学のフロンティア」 羽田野直道

 団　　体　　見　　学
東葛工業人交流会（40名）
千葉県立柏高等学校（40名）

公開テーマ

 公 開 題 目 担　当　者
次世代ホログラム技術・高度ホログラムの応用 志村　　努
地震と津波による建物の破壊過程を追う 中埜　良昭
ファン騒音に関する研究 加藤　千幸
大圧下熱間圧延による金属材料の創製 柳本　　潤
海を観る・利活用する 巻　　俊宏・林　　昌奎・浅田　　昭
 ソーントン　ブレア・北澤　大輔
金属資源循環のための新精錬技術の開発 前田　正史
地中熱や太陽熱を冷暖房給湯に利用するヒートポンプシステム 加藤　信介・大岡　龍三・菊本　英紀
実大テンセグリティ構造の建設と観測 川口　健一・今井公太郎
杜～木材の利点を再認識し，可能性を考える 腰原　幹雄
世界中の洪水を予測する 芳村　　圭
次世代モビリティの社会実装に向けて 次世代モビリティ研究センター（ITSセンター）
・ドライビングシミュレータの試乗 須田　義大・大口　　敬・中野　公彦
・自動運転バスの試乗 大石　岳史・坂井　康一
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・鉄道研究実験用車両の展示 坂本　慎一・小野　謙二
・軌道走行車両の試乗
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8. 主要な研究施設

A. 特殊研究施設

1. 地震環境創成シミュレーター（3軸 6自由度振動台）
　XYZの直交 3軸に加え，ピッチ・ロール・ヨーの回転運動が可能な動電式の多目的振動試験装置．多自由度振動
制御解析システム F2と組み合わせて使用することにより実環境における振動データを忠実に再現することが可能．
線形性に優れた大振幅の動電式加振機を用い，他に類を見ない高精度な 3軸 6自由度の振動を再現．軸受けに静圧球
面軸受けを使用し回転角制御を実施（回転運動再現可能）．多軸・多点制御装置として F2を用い各軸間の干渉を補償．
制御系の遅れ時間を補償また台上応答に即応した目標信号補正を行う予測制御機能を有し利用者がプログラミングす
ることで修正が可能．

（耐震構造学研究グループ（ERS），基礎系部門 中埜研，基礎系部門 清田研，人間・社会系部門 川口（健）研， 
都市基盤安全工学国際研究センター（ICUS） 目黒研，都市基盤安全工学国際研究センター（ICUS） 桑野研， 

人間・社会系部門 腰原研，都市基盤安全工学国際研究センター（ICUS） 沼田研）

2. 600W- ハイブリッドYAGレーザー異材接合装置
　レーザー溶接とプラズマ（アーク）溶接の特徴を補い合った装置であり，YAGレーザー単体機能と YAGレーザー
に TIG溶接を入れたハイブリッド（複合機能）使い分けを 1台で実現した．双方の利点を持ち合わせ，双方の弱点
を補い合ったものである．

（機械・生体系部門 柳本研）

3. 3000kN 幅拘束大圧下制御圧延機
　幅方向変形を束縛することで，圧延時の応力状態を三軸圧縮応力に近い状態に保ちつつ強加工を与える圧延機であ
る．熱間二段圧延機を基本構造とし，胴径は 360mm，耐荷重は 3000kN，動力は 33kW，圧下率は最大 80 を基本ス
ペックとする装置である．

（機械・生体系部門 柳本研）

4. オートクレーブ
　密閉された缶内で材料の加熱・加圧を行うための装置．CFRPのプリプレグシートを硬化させるために用いられて
いる．圧力については 0.98MPaまで加圧可能，温度については 200℃まで加熱可能である．加熱・加圧のスケジュー
ルは自由に変更でき，缶内全体の温度だけでなく内蔵された熱電対を用いることで材料付近の温度を制御することも
可能である．

（機械・生体系部門 柳本研）

5. 1100kN デジタルサーボプレス
　圧力能力 1100kN，ストローク数 -65/min，ストローク長さ 150mm，スライド最大下降速度 64mm/s，ダイハイト
420mm，スライド寸法 620× 530mm，ボルスター寸法 1100× 680× 150mm

（機械・生体系部門 柳本研）

6. 高温高速多段圧縮実験装置
　高温変形加工，半溶融加工時の変形抵抗，内部組織変化を計測する装置であり，ひずみ速度 50までの 8段圧縮実
験を行うことができる．

（機械・生体系部門 柳本研）

7. 高ひずみ速度付与試験装置
　ひずみ速度 300/sまでの範囲での三段圧縮試験が可能な高速加工・熱処理シミュレータ．加工中に冷却を行い，加
工発熱の影響を除去しつつ多段大歪変形を与えることで，細粒鋼の製造を模擬することができる．高速で行われる変
形加工中の金属材料の流動応力曲線や，軟化率の測定にも利用することができる．

（機械・生体系部門 柳本研）

8. サーボパルサー（疲労試験機） E200kN 型
　最大で 200kNまでの負荷を加えることのできる油圧サーボ式強度試験機．主に金属材料の静的引張試験，曲げ試験，
高サイクル疲労試験などを高精度で行うことができる．ストロークは± 50mmまで動作可能である．

（機械・生体系部門 柳本研）

9. FE-SEM/EDS/EBSD　JEOL 製
　光学顕微鏡をはるかに凌ぐ 5万倍以上の高倍率で試料表面の観察を行うことができる電界放出形走査電子顕微鏡．
主に凹凸を観察する二次電子像だけでなく，化学組成の違いを明暗で区別する反射電子像も観察できる．さらに，元
素分析の EDS（エネルギー分散型 X線分析），結晶方位解析の EBSD（電子線後方散乱回折）も付属している．

（機械・生体系部門 柳本研）
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10. 分散数値シミュレーションコンピュータ設備
　本装置は並列計算サーバを中心に構成されたもので，大規模なメモリ容量を要する数値シミュレーションコードを
比較的容易かつ高速に実行可能であることに特徴がある．流体関連数値シミュレーションプログラムコード開発，検
証計算の多くをこの設備上で行っている．

（機械・生体系部門 大島研）

11. レーザー超音波可視化検査装置
　レーザーを検査対象物の表面に照射して発生する超音波を利用し，対象物の内部欠陥を簡便に検知する非破壊検査
装置であり，超音波ガイド波が複雑形状の対象物を伝わる様子を動画映像として観察することができる．

（機械・生体系部門 岡部（洋）研）

12. 斜入射 X線回折装置
　本装置は微小な入射角で X線を試料に照射し反射率や回折を解析する評価装置である．通常の X線回折装置で測
定のできない極薄膜やヘテロ界面の急峻性の評価に利用される．

（物質・環境系部門 藤岡研）

13. パルス電子線堆積装置
　本装置はパルス電子線源を励起源とする結晶成長装置である．パルスレーザーを励起源とする PLD装置に比べ高
い成長速度で高品質半導体単結晶薄膜を作製できる．特に高品質窒化ガリウムを成長させるための RFプラズマラジ
カル源とスパッタソースを有している．また，成長中の様子を RHEEDによってその場観測することができる．

（物質・環境系部門 藤岡研）

14. 超高真空 PLD装置
　本装置は KrFエキシマレーザを励起源とするパルスレーザー結晶成長装置である．超高真空仕様であり，残留水
分の影響を受けることなく高品質な半導体単結晶薄膜を作製できる．特に高品質Ⅲ族窒化物を成長できるように RF
窒素ラジカル源を装備している．成長中の様子を RHEEDによってその場観測することができる．

（物質・環境系部門 藤岡研）

15. Si-MBE装置
　本装置は超高真空下で Siの単結晶を成長する装置である．Siソースの励起源として電子線を利用している．成長
中の様子を RHEEDによってその場観測することができる．また，本装置は超高真空搬送チャンパーを介して，超高
真空 PLD装置やスパッタ装置と連結されており，試料を大気にふれさせること無く素子作製プロセスを行うことが
できる．

（物質・環境系部門 藤岡研）

16. 微細構造観察解析システム
　電界放射形オージェ電子分光装置（FE-AES），フーリエ変換型高分解能赤外分光装置（FT-IR），低真空対応走査型
電子顕微鏡（LV-SEM）から構成されるシステムであり，様々な材料の微細構造を観察するとともに元素定量分析な
どの解析も行うことができる．FE-AESは，電子源に電界放射形電子銃を利用し，付加設備としてフローティングイ
オン銃を備えており，良導体から絶縁体までの構造や解析を高分解能で行うことができる．FT-IRは，マクロ分析か
ら顕微分析も可能な高分解能赤外分光装置であり，材料内の結合状態を測定可能である．LV-SEMは，蒸気圧の高い
材料の観察も可能であり，付加設備としてエネルギー分散型 X線分光分析装置（EDS）も備えている．

（物質・環境系部門 光田研）

17. 電界放射型透過電子顕微鏡
　電界放射型透過電子顕微鏡（FE-TEM，JEM-2010F）は，先端を鋭く尖らせた ZrO/Wを加熱して使用する熱陰極電
界放出型電子銃を搭載しており，安定した電子放出と高い電子線照射密度（高輝度）を特徴とした高分解能透過電子
顕微鏡である．付加設備としてエネルギー分散型 X線分光分析装置（EDS，JEOL），CCDを装備している．これら
の付属設備を併用することにより，ナノスケールの局所領域での観察，元素分析，二次元元素マップ分析が可能．

（物質・環境系部門 溝口研，物質・環境系部門 光田研）

18. 米国 Gatan 社製 PIPS Ⅱ Pro 一式
（物質・環境系部門 溝口研）

19. 単結晶 X線構造解析装置（リガク　RA-Micro7+）
　合成した化合物の単結晶を用いた測定を行うことで，詳細な分子構造を解明する．

（物質・環境系部門 砂田研）

20. Mbraun 社製グローブボックス（UniLab1200/780）酸素計・水分計・ソルベントトラップ付き
　窒素ガスなどの不活性ガス雰囲気下での実験操作が可能であり，空気や水に対し不安定な化合物などの効率的な合
成・取り扱いを可能とする装置である．
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（物質・環境系部門 砂田研）

21. コマハウス
　駒場リサーチキャンパス内に建設された実験用住宅．HEMSの実装試験などに使われてきた．現在は，住宅への
IoTの導入のためのテストベッドとして活用されている．
（人間・社会系部門 野城研，エネルギー工学連携研究センター 荻本研，エネルギー工学連携研究センター 岩船研）

22. 張力型空間構造実挙動観測システム
　張力型空間構造実挙動観測システムは，様々な都市活動に曝される超軽量大スパン構造の力学性能を研究調査する
ための試験体及び観測システムである．都市活動及び自然環境下での膜構造及び張力導入型鋼構造の力学的実挙動を
観測することを主な目的とする．試験体そのものは超軽量の張力型空間構造物モデルであり，モデルの周辺には，都
市活動シミュレーションシステム，力学モデル載荷実験システム，及び観測システムが配置されている．（千葉実験
所内通称「ホワイトライノⅡ」に構築されている）

（人間・社会系部門 川口（健）研，人間・社会系部門 今井研）

23. ワークステーション
（人間・社会系部門 田中（泰）研）

24. 人工気象室
　本装置は建物内の湿気移動，揮発性化学物質等の移動，拡散現象を解析するための恒温恒湿室であり，その室内に
HEPAフィルターおよび化学フィルターにより空気中の塵埃や揮発性化学物質濃度を大幅に低減したクリーンチャン
バーを備える．恒温恒湿室は 10m× 6m× 6mであり，温度の制御範囲は 15℃～40℃，湿度の制御範囲は 20 ～80
である．クリーンチャンバーは床吹出天井吸込の class100仕様の整流型である．大きさは 6m× 10.5m× 4mであり，
温度の制御範囲は 15℃～40℃，湿度の制御範囲は 20 ～80 である．

（大規模複雑システムマネジメント部門 加藤（信）研，人間・社会系部門 大岡研，人間・社会系部門 菊本研）

25. 環境無音風洞
　風環境，大気拡散，都市温熱といった様々な環境問題に対応し，それぞれの現象を的確に再現し解明することを目
的としている．本装置の特徴は，大気拡散や温熱環境問題に対応するため気流冷却装置，温度成層装置，床面温度調
整装置を使用して風洞気流の温度が任意に制御できること，騒音問題などに対応するため通常の風洞よりもコーナー
の多いクランク型風路，低騒音型送風機，風路内消音装置により風路内の騒音が非常に低く設定されていることであ
る．測定部断面は 2.2m× 1.8m，測定胴長さ 16.5m，風速範囲 0.2～20m/sで，内装型トラバース装置，ターンテーブ
ルを備えている．

（大規模複雑システムマネジメント部門 加藤（信）研，人間・社会系部門 大岡研，人間・社会系部門 菊本研）

26. 極限環境試験室
　本装置は，建築物や様々な工業製品の低温や恒温の極限気象条件での性能を検討するための恒温室である．恒温室
は 6.75m× 4.25m× 3.0mであり，温度の制御範囲は -30℃～40℃である．

（大規模複雑システムマネジメント部門 加藤（信）研，人間・社会系部門 大岡研，人間・社会系部門 菊本研）

27. ナノ量子情報エレクトロニクス研究施設
　ナノ量子情報エレクトロニクス研究開発を目的として以下の研究装置群を有している．【結晶瀬成長装置】
MOCVD成長装置（InGaAs（Pも可）系），MOCVD成長装置（GaN系），MOCVD成長装置（GaInNAs系），MBE成
長装置（GaAs系，Sb系，N系），MBE成長装置（GaN系），STMその場観察可能なMBE装置，有機 EL素子作製
装置【測定・評価装置】電界放出走査型電子顕微鏡（2台），マルチモード型原子間力顕微鏡，コンタクトモード型
原子間力顕微鏡，走査型トンネル顕微鏡，レーザ分光システム（多数），トリプルモノクロメータ（2台），フーリエ
変換赤外分光装置，超伝導単一光子検出器，電気測定用評価装置，X線回折装置，青色半導体レーザ顕微鏡　【プロ
セス装置】電子線描画装置（2台），誘導結合型反応性イオンエッチング装置，レーザ素子用ダイボンダ装置，ワイ
ヤボンダ装置，スパッタ装置，電子線蒸着装置

（光電子融合研究センター 荒川研，光電子融合研究センター 岩本研）

28. 低騒音風洞試験設備
　ファンやダクトから発生する騒音をほぼ完全に消音した小型・低乱風洞と騒音計測用の無響室とからなる計測設備
であり，対象とする物体周りの流れと発生騒音との同時計測が可能である．風洞のテストセクションは，高さ
500mm×幅 500mm×長さ 1750mmであり，暗騒音レベルは風速 40m/sにおいて 56dB（A）以下に抑えられている．

（革新的シミュレーション研究センター 加藤（千）研）

29. 高圧空気源
　各種熱機関の研究・評価を行う上で，必要となる高圧空気を供給するための設備で，吸入空気量 56.5m3/分，吐出
圧力 0.686MPa，吐出温度約 40℃である．なお，出口冷却器を通さず，圧縮機出口から直接高圧高温の空気を利用す
ることもできる．6,600Vの高圧電源で駆動される 2段式スクリュー圧縮機である．この高圧空気源は，低騒音で圧
縮空気中に油の混入，空気脈動が少なく，広範囲の実験が行えるようにしてある．



III.　研究活動

74

（革新的シミュレーション研究センター 加藤（千）研，機械・生体系部門 大島研）

30. 熱原動機装置
　熱原動機の性能評価および熱原動機内部の流れを評価するための設備で，構成は動力計・制御盤・操作計測盤となっ
ている．動力計は，両軸に熱原動機が取り付け可能で，最大吸収動力は 185kW，最大駆動動力は 130kW，最大回転
数は 4,000rpmである．速度制御とトルク制御のどちらも可能で，速度制御精度は 0.1 FS以下，トルク制御精度は
0.2 FS以下である．安全のため，制御室を別地しており，遠隔操作，監視が可能となっている．

（革新的シミュレーション研究センター 加藤（千）研，機械・生体系部門 大島研）

31. 材料・材質評価センター
　材料の力学特性を評価するための試験装置を設置している．基本的材料試験を行う，25tf，10tfの油圧疲労試験機，
10tf，5tf，100kgfの万能試験機，5tfクリープ試験機，ビッカース硬さ試験機，特殊試験を行う X線 CT付き万能試
験機，SEM付き高温疲労試験機，二軸油圧式疲労試験機を有する．また，測定機器として，3次元形状測定装置，光
学式変位計，デジタル超音波探傷器，AE計測装置，レーザー顕微鏡，レーザーエクステンソメーター，ファイバー
オプティックセンサーシステム，デジタル動ひずみ測定器，レーザー変位計を保有している．

（革新的シミュレーション研究センター 吉川（暢）研）

32. SOFC評価装置
　固体酸化物燃料電池（SOFC）のⅠ -Ⅴ特性および交流インピーダンス測定を行う装置である．ガス組成，湿度，
流量，温度を自動でコントロールすることができる．

（エネルギー工学連携研究センター 鹿園研，エネルギー工学連携研究センター 堤研）

33. 二次元流動層濃縮脱水装置
（エネルギー工学連携研究センター 堤研）

34. 高精度ガス /蒸気吸着量測定装置
（エネルギー工学連携研究センター 堤研）

35. SOFC試験装置
（エネルギー工学連携研究センター 堤研）

36. コンベア式連続反応装置
（エネルギー工学連携研究センター 堤研）

37. 水蒸気雰囲気対応熱天秤 TG9000HC
（エネルギー工学連携研究センター 堤研）

38. サスペンション・コントロール・フュージョン評価装置
　一般のサスペンションや電磁サスペンションのダンパ・アクチュエーター・エネルギ回生・バネ・センサ機能の評
価が行える加振器装置で，最大加振力 8.0kN，最大変位 100mm，速度最大 1.0m/s，振動数範囲（DC）2000Hzである．

（次世代モビリティ研究センター （ITSセンター） 須田研）

39. 路面・タイヤ走行模擬試験装置
　自動車ならびに PMVなどの小径タイヤの特性把握や走行状態を再現できるドラムタイプのタイヤ試験装置で，タ
イヤ輪軸力センサには 3成分センサを 2個，ストロークセンサなどを有す．ドラム回転周速はMAX100km/h，押し
付け荷重MAX6000N，ステアリング力MAX750Nm，角度範囲± 30°精度 0.1°などである．外部信号での制御が可能で，
ドライビングシュミレータとの連動も可能としている．

（次世代モビリティ研究センター （ITSセンター） 須田研）

40. 走行実験装置
　ガイドウエィを有する鉄道車両などの走行実験施設であり，スケールモデル車両を管理された条件で走行試験を実
施できるプラットフォームである．1/10スケールの模型車両走行試験，軌道・路面と走行車輪の相互作用に関する試
験を実施している．軌道総延長約 20mであり，直線 9.3m，半径 3.3mの曲線区間 6.9mを含み，カントや緩和逓減倍
率が可変である点が特徴である．軌道不整の敷設，最大速度 3m/sのガンドリロボットによる車両の駆動が可能である．
本装置により軌道条件をパラメータとした試験，脱線安全性などの危険を伴う試験，アクティブ制御手法の確立など，
実車両では困難な試験に対して有効である．

（次世代モビリティ研究センター （ITSセンター） 須田研）

41. 三次元空間運動体模擬装置（ユニバーサルドライビングシミュレータ）
　自動車，鉄道車両，移動ロボットなどの走行，運動，動揺などを模擬し，これらの運動力学，運動制御，動揺制御，
ドライバ・乗客などの人間とのインターフェイスの研究に用いる装置である．360度 8画面の映像装置と電動アクチュ
エータによる 6自由度のモーション装置を含み，体感が得られるドライビングシミュレータ，乗り心地評価シミュレー
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タとしても機能する．全長 3200mm，移動量は並進方向± 250mm，ロール方向± 20deg，ピッチ方向± 18deg，ヨー
方向± 15deg，可搬重量 2000kg，最大瞬間加速度 0.5G，ターンテーブル機構ヨー度速度 60deg/sである．

（次世代モビリティ研究センター （ITSセンター） 須田研）

42. ITS 実験用交通信号機
　本設備は実在の信号機と同形のものを設置して実際の道路環境を模擬しており，実際の道路交通状況下では実施が
難しい実車実験を行うことを可能にしている．産学官連携による ITSの研究をはじめ，新たな安全運転支援システム
に関する研究などに供される．

（次世代モビリティ研究センター （ITSセンター） 須田研）

43. 生産技術研究所千葉試験線 2.0
　千葉実験所にある実軌道施設である．曲線半径 33mの曲線を含む全長 333mの鉄道試験線である．実物の鉄道台
車を使用した走行実験が可能であり，計測手法や新方程式車両の研究開発，さらに，LRTと ITS（Intelligent Transport 
System）との連携研究などを行うことを目的としている．

（次世代モビリティ研究センター （ITSセンター） 須田研）

44. 音響実験室
　音響実験室は 4π無響室，2π無響室，残響室，模型実験室およびータ処理室からなっている．4π無響室（有効
容積 7.0m× 7.0m× 7.0m，浮構造，内壁 80cm厚吸音楔），2π無響室（有効容積 4.0m× 6.9m× 7.6m，浮構造，内
壁 30cm厚多層式吸音材）では各種音響計測器の校正，反射・回折等精密物理実験，聴感実験などを行う．特に聴感
実験に関しては，4π無響室は 3次元音場シミュレーションシステムおよび実時間たたみ込み装置を有し，各種の環
境音響やホールの聴感印象に関する心理実験を行っている．2π無響室は低周波音再生システムを有し，超低周波帯
域を含む音の聴感実験を行う．また模型実験室は各種の音響模型実験を行うためのスペースで，建築音響，交通騒音
などに関する実験を行う．データ処理室にはスペクトル分析器，音響インテンシティ計測システム，音響計測器校正
システムなどが設置され，音響実験室のすべての実験装置で得られたデータを処理する．

（次世代モビリティ研究センター （ITSセンター） 坂本研）

45. ドライビングシミュレータ（ペイロード 1.5t）
　ターンテーブルを持たないが，6自由度の運動が可能な動揺装置（6軸動揺装置）に 3面スクリーンと 3台のプロ
ジェクタを使って映像を発生させる．軽量のため，短時間の加速度の再現に適する．

（次世代モビリティ研究センター （ITSセンター） 中野研， 
次世代モビリティ研究センター （ITSセンター） 須田研）

46. 非接触式視線計測システム
　3つのカメラによって被験者にカメラ・装置を取り付けることなく視線を計測することができる．ドライビングシ
ミュレータ（ペイロード 1.5t）に取り付けられ，運転者の視線計測に用いられている．

（次世代モビリティ研究センター （ITSセンター） 中野研）

47. 鉄道用電動カート
　バッテリー駆動の鉄道用カートである．通常の手動運転ができるほか，外部入力により駆動モータの制御が可能に
なっており，自動運転などを行うこともできる仕様になっている．鉄道試験線での試験に用いられる．

（次世代モビリティ研究センター （ITSセンター） 中野研）

48. 生体信号計測用アンプ
　筋電図や心電図，脳波などの様々な生体信号を計測することが出来る．

（次世代モビリティ研究センター （ITSセンター） 中野研）

49. 深海環境模擬装置
　深海環境模擬装置は，深海における高圧及び低温環境を模擬した環境を作り，その環境下において，現場計測・分
析用マイクロデバイスの動作試験を行い，マイクロデバイス上での反応，分析状態の観察を行うための試験装置であ
る．60MPaまでの加圧と 3℃から室温までの温度制御を行うことができ，マイクロスケールの流路内部の様子が顕微
鏡観察できる．

（統合バイオメディカルシステム国際研究センター 藤井研）

50. 極小立体構造加工設備
　10nm級の微細加工ができる半導体技術を援用し，立体的なマイクロ・ナノ構造をつくるために，極小立体構造加
工設備を整備した．本設備のうち薄膜加工装置は，十万分の 1mm程度の細かさの極小立体構造を形成し，それを駆
動するためのアクチュエータ（駆動装置）や制御するための電子回路などを，シリコン基板上に一体化するために用
いる装置である．また，バルク加工装置は，レーザ，超音波，放電などを利用した加工法により，3次元的に複雑な
構造を個別生産する装置である．両者を合わせ，マイクロナノマシンを実現するため，極微の機構・駆動部・制御部
を集積化した賢い運動システムの新しい製作法の研究開発を行っている．

（マイクロナノ学際研究センター 藤田研，マイクロナノ学際研究センター 年吉研， 
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マイクロナノ学際研究センター 金（範）研）

51. カラー原子間力顕微鏡
　リアルタイムで化学コントラスト像の得られるもの．10Kまで冷却可能

（マイクロナノ学際研究センター 川勝研）

52. 超高真空走査型トンネル顕微鏡
　汎用装置で，試料評価が可能

（マイクロナノ学際研究センター 川勝研）

53. TEMAFM
　超高真空透過電子顕微鏡に原子間力顕微鏡を装着したもの

（マイクロナノ学際研究センター 川勝研）

54. 液中原子間力顕微鏡
　液中に探針と試料を配置したもので，－ 20度から 99度まで温度を制御できるもの．固液界面の原子分解能観察が
可能．

（マイクロナノ学際研究センター 川勝研）

55. 超高真空フィールドイオン顕微鏡
　フィールドイオン顕微鏡で，エミッターに原子間力顕微鏡カンチレバーを配置可能なもの

（マイクロナノ学際研究センター 川勝研）

56. 極低温強磁場走査トンネル顕微鏡装置
　本装置は，液体ヘリウムを利用して 2Kから 200Kの間で試料室の温度を制御することができる走査トンネル顕微
鏡システムであり，また超伝導磁石によって最大 10Tの強磁場を印加しながら計測を行うことも可能である．本装
置によって，熱雑音の影響を取り除きながら量子ナノ構造の表面形状・電子状態をナノメートルスケールで計測する
ことができ，またその強磁場中での振る舞いから量子ナノ構造の諸物性の評価が行える．

（マイクロナノ学際研究センター 髙橋研）

57. 温度可変高真空走査プローブ顕微鏡装置
　本装置は，120Kから 600Kの間で温度可変の試料ステージを持ち，走査トンネル顕微鏡，原子間力顕微鏡，ケル
ビンプローブフォース顕微鏡など様々なモードでの計測が可能なシステムである．本装置によって，量子ナノ構造の
表面形状・電子状態をナノメートルスケールで評価することができ，またその温度特性の計測を通じて量子ナノ構造
の電子的特性を明らかにすることができる．

（マイクロナノ学際研究センター 髙橋研）

58. 超高真空温度可変走査プローブ顕微鏡装置
　液体ヘリウムを利用して 25Kから室温の間で試料室の温度を制御することができる超高真空走査プローブ顕微鏡
システムである．本装置によって，熱雑音の影響を取り除きながら清浄な量子ナノ構造の表面形状・電子状態をナノ
メートルスケールで計測することができ，またその温度依存性の計測から量子ナノ構造の諸物性の評価が行える．

（マイクロナノ学際研究センター 髙橋研，基礎系部門 福谷研）

59. 2 次元赤外線サーモグラフィー顕微鏡
　高速・非接触でミクロの温度変化を確実に捉えられるデジタルサーモ顕微鏡．IC・半導体デバイスの評価試験や不
良箇所の特定，チップコンデンサ・チップ LEDなど電子部品の温度測定，発熱不良解析，ソーラーパネル・液晶パ
ネルの不良セルの故障解析など，さまざまなワークのミクロの温度変化を簡単に高倍率で測定できる．

（マイクロナノ学際研究センター 金（範）研）

60. WEDG （Wire Electro Discharge Grinding）ワイヤー放電研削機
　数μ mから数百μ mの寸法領域の三次元的形状加工において，放電加工は最も高精度で加工できる方法の一つで
ある．微細軸加工の新しい手法として開発したワイヤ放電研削法（WEDG）をもとに，超微細穴加工，マイクロ加工・
組立システム，さらに 3次元的微細形状加工への応用に関する研究ができる．

（マイクロナノ学際研究センター 金（範）研）

61. 走査形プローブ顕微鏡 JSPM-5200
　走査形プローブ顕微鏡 JSPM-5200は，常に鋭い探針で試料表面を走査し，高分解能で表面形状や表面の物理特性
を観察する顕微鏡である．動作環境を選ばず，大気中・真空中・ガス雰囲気中・液中での使用が可能で，特に観察対
象として柔らかい試料にもダメージを与えないで液中観察ができる．標準測定に加えて，オプションを追加すること
によって，表面電位，磁気像，粘弾性像など数多くの測定モードをカバーできる．様々な自己組織化単分子膜，生体
分子および細胞の計測の研究に用いる．

（マイクロナノ学際研究センター 金（範）研）
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62. 微少液滴塗布システム（マイクロニードル式ディスペンサ）
　ピコリットルといった微少量の液体を，従来のインクジェット法と違って，高粘度でも塗布できる微少液滴塗布シ
ステム．塗布液体は，毛細管現象によってガラス管に吸い上げられ，表面張力で保持される．ガラス管の上から直径
10～200μ mのタングステン針を降ろして液体の中を貫通させる．タングステン針は，その先端に微少量の液体が付
着したまま，ガラス管下部の穴から抜け出される．さらにタングステン針を降ろすことで，先端に付着した液体を塗
布基板へ転写させることができる．

（マイクロナノ学際研究センター 金（範）研）

63. ブリュアン散乱測定装置
　固体材料のブリュアン散乱測定スペクトルを測定するための計測機器．

（マイクロナノ学際研究センター 野村研）

64. ナノ構造熱伝導率測定システム
（マイクロナノ学際研究センター 野村研）

65. 高精度結晶性評価装置
　高分解能 XRD解析，極点解析などの機能を有する．また，温度やガス種の制御された雰囲気において結晶変化を
調べることもできる．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 岡部（徹）研）

66. 卓上型 X線回折装置
　粉末や多結晶体について X線回折法により結晶構造解析を行う．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 岡部（徹）研）

67. 誘導結合プラズマ発光分光分析装置
　試料中の元素をアルゴンプラズマ中で励起し，放出される光から組成を分析する．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 岡部（徹）研）

68. 500MHz 核磁気共鳴装置
　固体状態における構造解析，状態分析を行う．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 岡部（徹）研）

69. 活性金属を取り扱うための各種装置
　加熱装置付グローブボックス（計 2台），雰囲気制御電気炉等により水蒸気および酸素濃度が 1ppm以下の雰囲気
でナトリウム，カリウム，カルシウムなど化学的に極めて活性な金属を加工・処理することができる．チタンやニオ
ブ，スカンジウムなどの活性金属粉末の各種処理も可能である．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 岡部（徹）研）

70. 大型電子ビーム溶解装置
　電子ビーム溶解装置を用いで通常溶解が困難な，チタン合金，ニオブ，タングステン，モリブデンなどの高融点合
金，並びに太陽電池用シリコンなど，多くの金属，化合物の精製を研究してきた．現在，新たな電子ビーム溶解装置
の計画を進めている．複数の電子ビーム照射装置を持ち，元素に合わせた特性の電子ビーム照射装置を適用すること
ができる．また，新しい装置は出力が大きくなるため，従来より格段に大きな溶解容器を搭載でき，大きなマランゴ
ニー効果を利用し，これまでは不可能であった元素の高速精製への適用が期待される．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 前田研）

71. 示差熱熱重量同時分析装置
　示差熱熱重量同時分析装置は，物質の温度を調節プログラムされた加熱炉で変化あるいは保持させながら，その物
質の質量及び，基準物質との温度差を測定する装置である．本装置は，浮力，対流の影響の少ない水平差動方式を採
用し，測定範囲が室温から 1500℃と広く，広範囲の温度条件で測定ができる．温度制御は，0.01～100℃/minとし，
プログラム温度と試料温度とのズレを最小限に抑えるための学習機能があり，高精度の温度制御を可能にする．試料
の熱安定性，雰囲気制御下での反応性，及び速度論的分析に利用する．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 前田研）

72. 超高温質量分析装置
　本装置は主に高温酸化物融体の熱力学的測定を目的として開発された．加熱源には真空チャンバ内に設置した Ta
線抵抗炉を用い，室温から 1600℃までの温度範囲で測定が可能である．蒸気種の測定には四重極質量分析計を用い，
質量数 300の分子までの測定が可能である．通常のクヌーセンセル質量分析装置とは異なり，複数の試料を同時に測
定することができる．参照物質と蒸気圧未知の物質とを同時に測定し，両者を比較することで極めて精度の高い測定
が可能である．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 前田研）
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73. 高周波溶解装置
　本装置は，高周波誘導を利用した加熱溶解装置である．誘導コイルに設置した試料は，誘導加熱により，試料表面
付近に高密度のうず電流が発生し，そのジュール熱で加熱溶解される．試料加熱は，試料の単位面積に供給される単
位時間当りのエネルギーが大きいため，高速加熱・高温加熱が可能である．本装置は，主に導電体の金属を溶解し合
金等の作製に使用する．また，非導電性試料は，導電性の容器を使用して間接加熱により酸化物等の加熱も可能である．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 前田研）

74. 誘導結合型プラズマ発光分光分析装置
　装置（セイコー電子工業製 SPS4000）は，6000K以上のアルゴンプラズマ中へ水溶液化した試料を導入することで，
溶液中の目的元素を発光させる．発光した光は，ツェルニターナー方式の分光器により分光される．目的元素特有の
波長および分光強度により定量，定性分析を行う．本装置は，二種類の分光器により精度の高い分析が可能である．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 前田研）

75. フーリエ変換赤外分光分析装置
　本装置（日本電子社製 JIR-100）は，分子に電磁波を照射すると，分子によって固有の振動数の電磁波を吸収して，
エネルギー準位間で遷移が起こる原理に基づき，物質を同定する．KBr錠剤法を使った粉末や CO2といったガスの
同定に使用する．光源にはグローバー光源，干渉計はマイケルソン型干渉計を用いており，ダブルビーム方式により，
試料を参照試料と同時に測定することができる．スペクトルの波数量域 10,000～10cm-1，波数確度± 0.01cm-1以下，
スペクトル分解能 0.07cm-1以下，スペクトル縦軸確度± 0.05 以下，スペクトル感度± 0.02 以下である．装置は，
分光器部と，データ処理部から構成されている．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 前田研）

76. 水素分析装置
　本装置（LECO社製 RH-402）はメジャーメントユニットと，ファーネスとから構成されており，高周波加熱法で
試料を溶解し，試料中の水素濃度を定量分析する．分析方法は熱伝導方式である．主に鉄鋼試料やアルミニウム，チ
タン等の金属試料の分析に用いる．分析範囲は 1～2000ppm，感度は 0.001ppm，分析精度は± 0.2ppmまたは含有量
の± 0.2 である．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 前田研）

77. 炭素硫黄同時分析装置
　本装置（LECO社製 CS-600）は高周波加熱により試料を溶解し試料中の炭素と硫黄分を CO2，SO2として抽出する．
抽出したガスを赤外線吸収法で定量し試料中の炭素と硫黄を同時に定量分析する装置である．分析範囲（試料 1g）は，
炭素 0.6ppm～6.0 ，硫黄 0.6ppm～0.4 である．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 前田研）

78. 酸素窒素同時分析装置
　本装置（LECO社製 TC-600）は，インパルス加熱により試料を溶解し，試料中の酸素と窒素濃度を同時に定量分
析する装置である．酸素は赤外線吸収方式，窒素は熱伝導度方式で分析する．分析範囲（試料 1g）は，酸素 0.05ppm
～5.0 ，窒素 0.05～3.0 である．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 前田研）

79. プラズマアーク溶解装置
　直流のアーク放電により発生したプラズマアーク（10,000K）の溶解装置で，融点の高い金属を均一に溶解できる
移行型プラズマアーク溶解装置である．陰極にはタングステン，陽極には銅るつぼを用いてある．るつぼは水冷され
ており，るつぼからの汚染は起こらない．トーチは機械制御による昇降機能，旋回機能を持ち，溶解中，トーチの高
さ，旋回半径および旋回速度を調節することで，試料へ均等にアークを噴射することが可能である．雰囲気はアルゴ
ンガスで置換し，60kPa一定，最大出力 30kW，アルゴン流量 250cm3/secである．真空排気にはロータリーポンプ（SV25  
25m3/hrおよび D65  65m3）を使用している．装置には温水器が接続されておりベーキングを行うことができる．また，
水冷銅るつぼをインゴット引抜き装置に交換すると，最大φ 40× 150mmのインゴットを作製でき，チャンバーに
は試料の供給，添加を行うための水平フィーダーが取り付けてある．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 前田研）

80. 走査電子顕微鏡
　本装置（日本電子社製 JSM-6510LA）は，試料に加速電圧 0.5～30kVで電子線を照射し発生する反射電子，二次電
子を検出することで，試料の表面形態を観察する装置である．また，低真空機能を備えており非導電性試料の観察が
できる．さらに，本装置にはペルチェ素子冷却型の EDS装置（エネルギー分散型 X線分析装置：JED-2200）及び，
EBSP（後方散乱電子回折装置：INCA CRYSTAL HP d7600）を備えている．EDS検出器，EBSP検出器により，試料の
元素分析，結晶方位解析が可能である．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 前田研）
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81. 高温 Raman 散乱測定装置
　CO2レーザーにより加熱した高温融体や過冷却融体を Nd:YAGの第 2高調波を用いて励起して，Raman散乱を測
定する装置．

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 井上研）

82. リガク X線回折装置RINT2500
　最大出力 60KV-300mAの広角 X線回折装置

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 井上研）

83. FT-NMR装置 JNM-ECA500
　製造元：㈱ JEOL RESONANCE（旧：日本電子㈱）スペック：・超電導マグネット：磁場強度 11.7T（1H-500MHz），
セルフシールド型・RFアンプ出力：HF200W，LF500W・プローブ固体 3本：4mm汎用 CP-MASプローブ，測定核
種 1H，15N-31P4mmMQ-MASプローブ，測定核種 17O-11B4mm低周波プローブ（99Ru用），測定核種 99Ru，35Cl
液体 2本：5mm汎用プローブ，測定核種 1H，19F，15N-31P，オートチューニング 10mm低周波プローブ，測定核種
103Rh-35Cl，マニュアルチューニング・固体試料管：Φ 4mm-ZrO2製（最高回転数 18kHz），Φ 4mm-Si3N4製（最高
回転数 20kHz）

（持続型エネルギー・材料統合研究センター 井上研）

84. 地球水循環観測予測情報統合サーバー群
　UNIXおよび Linuxを OSとする複数の計算機を一体的に運用し，水循環に関するデータの収集・アーカイブ，大
気大循環モデル，領域気象モデル，陸面水熱収支モデル，河道網モデルを用いたシミュレーション，結果の解析・検
証に利用している．一例として，気象庁からの予報結果をもとに陸面のシミュレーションを行い，河川流量を予測す
るシステムが実時間運用されている．

（人間・社会系部門 沖（大）研）

85. 高解像度地形データ解析サーバー
　一般的な計算サーバーでは困難な高頻度のデータ IOおよび画像処理を含む高解像度地形データ解析のための専用
計算機

（人間・社会系部門 沖（大）研）

86. 水中ロボット試験水槽
　水中ロボットの研究開発には 3次元運動制御ができる水槽が欠かせない．本水槽は，水中ロボットの研究・開発な
らびに超音波を利用した制御，センシング，データ伝送等のために D棟 1階に設置された水中試験環境設備である．
縦 7m横 7m深さ 8.7mの箱形で，壁面からの超音波の反射レベルを小さくするために側壁 4面には吸音材およびゴ
ム材，底面には海底の反射特性に相当するゴム材が装着してある．地下の大空間側には 800mmφの観測窓が 2箇所
設けてあり，水中のロボットの挙動を観察できる．さらに，ロボットの空間位置を水槽側とロボット双方で検出する
ために，水槽内上下 4隅に計 8個のトランスジューサを配置した LBL測位システムを設置している．付帯設備とし
ては，地下大空間内のロボット整備場から専用テルハが引き込まれ着水・揚収に供している．また，自動循環浄化装
置で常に透明度の高い水質を維持できる．

（海中観測実装工学研究センター，海中観測実装工学研究センター 浅田研，機械・生体系部門 ソーントン研， 
海中観測実装工学研究センター 巻研）

87. 大深度海底機械機能試験装置
　深海底の高圧力環境下で，油浸機械などの装置類，耐圧殻，通信ケーブルなどがどのように挙動するか，あるいは
試作された機器類が十分な機能を発揮しうるかを試験・研究する装置．内径 525mm内のり高さ 1200mmの大型筒と
内径 300mm内のり高さ 1000mmの小型筒よりなり，大洋底最深部の水圧に相当する 1200気圧に加圧することがで
き，計測用の貫通コネクタが蓋に取りつけられている．試験圧力はシーケンシャルにプレプログラミングでき，繰り
返しを含む任意の圧力・時間設定ができる．大型筒には耐圧容器に格納された TVカメラを装着でき，高圧環境下で
の試験体の挙動を視覚的に観測でき，圧力，温度，時間データも画像に記録できる．また，外部と光ファイバーケー
ブルでデータの受け渡しが可能である．

（海中観測実装工学研究センター，海中観測実装工学研究センター 浅田研，機械・生体系部門 ソーントン研， 
海中観測実装工学研究センター 巻研）

88. 久慈波力発電所
　岩手県久慈市の久慈港玉の脇地区に定格 43kWのラダー（振り子）式波力発電装置を設置し，波力発電に関連する
様々な研究開発を行っている．経済産業省の検査・東北電力の系統連系検査に合格し，正式な認可を受けて系統連係
した国内初の波力発電装置である．

（海中観測実装工学研究センター 林（昌）研）

89. 寒風沢潮流発電所
　宮城県塩 市浦戸諸島寒風沢水道に定格 5kW（流速 1.2m/sec）の垂直軸型ロータ 2基を有する潮流発電装置を設置
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し，潮流発電に関連する様々な研究開発を行っている．経済産業省の検査・東北電力の系統連系検査に合格し，正式
な認可を受けて系統連係した国内初の潮流発電装置である．

（海中観測実装工学研究センター 林（昌）研）

90. マイクロ波散乱計計測装置
　L-Band，C-Band，X-Bandのマイクロ波帯域電磁波散乱計測装置である．海面の物理変動によるマイクロ波散乱特
性の変化を計測し，風，波，潮流の海面物理情報を取得する研究に用いられる．衛星リモートセンシングによる海面
計測を支援する装置である．

（海中観測実装工学研究センター 林（昌）研）

91. 平塚沖総合実験タワー
　神奈川県平塚市虹ヶ浜の沖合 1km（水深 20m）のところにあって，昭和 40年（1965年）科学技術庁防災科学技術
研究所（現，国立研究開発法人防災科学技術研究所）によって建設された．海面から屋上までの高さは約 20mある．
鋼製のこの観測塔にはさび止めの工夫がされており，建設以来 40年以上も経過しているにもかかわらず，堅牢な状
態を今でも保っている．平成 21年 7月 1日より，この観測塔は平塚市虹ヶ浜にある実験場施設とともに国立大学法
人東京大学海洋アライアンス機構に移管された．今後は単に防災科学に限らず，広く海洋に関する調査，実験に利用
され，民間にもその利用が開放されている．観測塔には陸上施設から海底ケーブルを通じ，動力用電力を含め，豊富
な電力が供給でき，多数の通信回線も確保されている．現在観測されている項目は以下のようなものである．・海象
関係：波（波高，周期，波向），水温（3m深，7m深），流向，流速・気象関係：風向，風速，気温，雨量，気圧，湿
度カメラによる観測も実施されており，映像は電波で陸上施設に送られている．

（海中観測実装工学研究センター 林（昌）研）

92. レーダ海洋波浪観測設備
　パルス式マイクロ波ドップラーレーダを用いた波浪観測装置である．リモートセンシングにより海洋波浪の成分ご
との波向，波周期，波高，位相等を計測する装置である．現在，相模湾平塚沖の東京大学平塚沖総合実験タワーに設
置され，沿岸波浪の観測を行っている．

（海中観測実装工学研究センター 林（昌）研）

93. 風路付造波回流水槽
　長さ 25m，幅 1.8m，水深 1m（最大水深 2.0m）のに回流，造波，風生成機能を備え，潮流力，波力，風荷重など海
洋における環境外力の模擬が可能な水平式回流水槽である．

（海中観測実装工学研究センター 林（昌）研）

94. 海洋工学水槽
　長さ 50m，幅 10m，深さ 5mの水槽で，波，流れ，風による人工海面生成機能を備え，変動水面におけるマイクロ
波散乱，大水深海洋構造物の挙動計測など，海洋空間利用，海洋環境計測，海洋資源開発に必要な要素技術の開発に
関連する実験・観測を行う．

（海中観測実装工学研究センター 林（昌）研，海中観測実装工学研究センター 北澤研）

95. 高知県室戸岬沖「海底地震総合観測システム」
　平成 9年に設置され，観測が開始された，海底ケーブルシステム内に観測装置を埋め込んだ形状のクラッシックシ
ステム．ケーブル端部に先端観測ステーションをもちここでは，地中温度計，流向流速計，ADCP，CTD等の観測を
実施していたが，老朽化により現在先端観測装置機能は停止中．また，沖合約 100kmと約 70kmには海底地震計お
よび海底津波計が装備されており，そのデータは関係機関にリアルタイム提供中であるとともに，アーカイブデータ
を含めた全データを地震津波以外の多目的利用にも提供中．

（海中観測実装工学研究センター 川口（勝）研）

96. DONET1
　平成 23年度より本格的な運用を開始した，南海トラフ熊野灘に設置の，地震・津波観測監視用ケーブル式リアル
タイム観測システム．全長 320kmの基幹ケーブルシステム内に 5基のノード（観測装置用の海底コンセントレーショ
ン）を装備し，システム内に最大 40式の観測機器を海中で着脱運用することが可能．平成 28年度末時点で 22式の
地震津波複合観測点，2式の掘削孔内観測点が接続されている（5式のノードのうちノード Eについては障害により
平成 28年 6月より停止中）．三重県尾鷲市古江町にシステムの陸上局舎，国立研究開発法人海洋研究開発機構横浜研
究所内にバックアップセンターを有する．システムの運用については平成 28年度より国立研究開発法人防災科学技
術研究所に移管して行われており，同研究所のデータ配信システムを介して，東京大学地震研究所，気象庁，防災科
学技術研究所等にデータのリアルタイム提供を実施している．

（海中観測実装工学研究センター 川口（勝）研）

97. 横浜バックアップセンター
　国立研究開発法人海洋研究開発機構横浜研究所内に整備される DONET1及び 2の運用・制御・監視，データのク
オリティコントロール，データ処理・活用・公開・配布等を実施する制御拠点．地震津波イベントの定常監視を行う
とともに，データ活用法に関する研究開発を実施する．地震津波関連ユーザー以外に向けたデータの多目的利用に関
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連する提供や活用手法の実装についても対応している．
（海中観測実装工学研究センター 川口（勝）研）

98. DONET2
　南海トラフ紀伊水道沖に構築中の，地震津波観測監視用ケーブル式リアルタイム観測システムの 2号機．DONET1
の持つ観測機能，海中のインターフェース機能を維持したまま，さらに，大規模なシステム構成を可能にする機能を
開発搭載している．全長 500kmの基幹ケーブルシステム内に 7基のノードを装備し，システム内に最大 56式の観測
機器を海中で着脱運用することが可能．徳島県海部郡海陽町と高知県室戸市室戸岬町にシステムの陸上局舎を有し，
バックアップセンターは国立研究開発法人海洋研究開発機構横浜研究所内設備を DONET1と共用する．平成 28年度
よりシステムの本格運用が国立研究開発法人防災科学技術研究所に移管された上で開始されており，同研究所のデー
タ配信システムを介して，東京大学地震研究所，気象庁，防災科学技術研究所等にデータのリアルタイム提供を実施中．

（海中観測実装工学研究センター 川口（勝）研）

99. 相模湾初島沖「深海底総合観測ステーション」
　平成 5年に設置され，観測が開始された，リアルタイム観測システムのテストベッド．テレビカメラ，地震計，水
圧計，流向流速計などの多くの観測機器とともに拡張用のインターフェース機能が装備されている．データはアーカ
イブデータを含めた全データを公開提供中．

（海中観測実装工学研究センター 川口（勝）研）

100. 北海道釧路十勝沖「海底地震総合観測システム」
　平成 11年に設置され，観測が開始された，海底ケーブルシステム内に観測装置を埋め込んだ形状のクラッシック
システム．室戸岬沖システムと同様にケーブル端部に先端観測ステーションをもち，ここでは，テレビカメラ，地中
温度計，流向流速計，ADCP，CTD，ハイドロフォン，LEDライトが装備されているが，老朽化により一部機能は停
止中．また，沖合約 140kmには海底地震計，約 70kmに海底地震計および海底津波計が装備されている．データは
関係機関にリアルタイム提供中であるとともに，アーカイブデータを含めた全データを地震津波以外の多目的利用に
も提供中．

（海中観測実装工学研究センター 川口（勝）研）

101. 環境シミュレータ
　国立研究開発法人海洋研究開発機構横須賀本部内に設置された，圧力センサの高精度校正施設．深海底の環境と温
度条件を模した試験環境を長時間維持する機能を持ち，圧力センサの性能評価や，海域での圧力センサ校正に必要な
調整を実施することができる．

（海中観測実装工学研究センター 川口（勝）研）

102. 展張装置
　国立研究開発法人海洋研究開発機構が所有する ROVハイパードルフィンに搭載使用するツールスキッド（追加装
置）．ROVを用いた海中での重量物の設置回収やサクションポンプによる表層堆積物の除去，観測装置の海中接続に
用いるケーブルの海底面への自動展張機能等を併せ持つ．DONETで確立した海底観測ネットワークの構築維持管理
や今後実施が想定される海中ロボット等による多様な海中作業の実施に不可欠な装置．

（海中観測実装工学研究センター 川口（勝）研）

B. 試作工場
　試作工場は，所内各研究室での研究活動や大学院学生の教育等に必要な実験装置・部品・供試体などの設計・製作
を行っている．研究所の使命が工学と工業を結ぶ研究の推進にあることを反映して，多種・多様かつ先進的な装置や
部品の試作が多いことから，高度な設計と工作技術が要求され，独自の加工・組立技術の開発によって研究室の要望
に応えることをめざしている．
　試作工場の規模は，総床面積が 1,340㎡，人員は兼任の工場長を含め 13名で，機械加工技術室・ガラス加工技術室・
共同利用加工技術室・木工加工技術室・材料庫などがあり，多岐にわたる業務を担当している．さらに精密測定装置
から大型の耐震構造物等に至る広範囲の工作に必要な以下の設備を有している．
　CNC工作機械群には，ターニングセンタ 4台，マシニングセンタ 3台，放電加工機 2台，ワイヤ放電加工機 2台，
積層造形機，三次元測定機，画像測定機があり，NC工作機械群には NC旋盤と NCフライス盤，そして平面研削盤
がある．汎用機群には，普通旋盤，立フライス盤，精密旋盤，ラジアルボール盤，シャーリング，コーナーシャー，
折曲機，三本ロールベンダー，各種溶接機，帯鋸盤，木工機械類，卓上機械類がある．ガラス加工用機械設備は，ガ
ラス旋盤，超音波加工機，プラズマ切断機，スポット溶接機，電気炉，ファインカッター，ダイヤモンドソー，ダイ
ヤモンドラップ盤，ダイヤモンドホイールなどである．
　機械加工技術室には，機械工作，板金，溶接などの加工部門と，設計や加工技術に関する相談窓口としての受付部
門の双方を設けている．
　ガラス加工技術室は，高度で，かつ特殊な加工技術を要する化学分析装置，レーザ利用装置や高真空装置等に用い
られる多種・多様な理化学実験機器の製作を行っている．
　これら各加工技術室では，各種機械・装置・器具の製作時や完成後に判明した細かな問題点までも，研究者との緊
密な連携を保ちつつ解決する努力を続け，より研究目的に適した製品を提供して，外注加工では得られない成果を挙
げている．
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　共同利用加工技術室は，担当職員による安全を重視した技術講習を受講した者が利用できる工作室として設置して
おり，普通旋盤 4台，立フライス盤 2台，ボール盤 2台，その他の設備を配置している．
　材料庫には，工作に必要な各種材料・部品をストックし，また研究室への供給も行っている．
　このほか，東大内教室系技術職員を対象とした東京大学技術職員研修（平成 29年度＝機械工作技術）も行っている．

C. 電子計算機室
　電子計算機室は，駒場 II地区および柏地区において，登録端末数約 6000台，登録利用者数約 2500名を有する生
研キャンパスネットワークの管理を行い，各種サービスを提供している．電子計算機室の管理するネットワーク，サー
バおよびユーザ向けサービスの概要は以下のようになっている．

C-1　ネットワーク構成
　生研キャンパスネットワーク（駒場 II地区）
　　・生研 A～F棟，図書棟，食堂／会議室棟，試作工場棟，CCR棟，T棟，S棟，設備センター
　　・建物内情報コンセントへの 10/100/1000BaseTの提供
　　・要望に応じて 10GBase-LRの提供
　　・IEEE802.11a/g/n/ac無線 LANアクセスの提供

　生研キャンパスネットワーク（柏地区）
　　・千葉実験所 研究実験棟 I，研究実験棟 II，REハウス，柏の葉キャンパス駅前サテライト 511号室
　　・建物内情報コンセントへの 10/100/1000BaseTの提供
　　・IEEE802.11a/g/n/ac無線 LANアクセスの提供

C-2　サーバ構成
　電子計算機室で管理している主なサーバ
　　・DNSサーバ
　　・DHCPサーバ
　　・ファイルサーバ
　　・遠隔バックアップファイルサーバ（柏キャンパスに設置）
　　・メールサーバ
　　・メール中継サーバ
　　・メーリングリストサーバ
　　・VPNサーバ
　　・WWWサーバ
　　・Webファイル共有サーバ
　　・各種認証サーバ（LDAP, Radius, ActiveDirectory）
　　・NTPサーバ

C-3　主なユーザ向けサービス
　上記のネットワークおよびサーバを利用して，ユーザ向けに以下のようなサービスを提供している．
　　・無線 LANアクセス（構成員向けおよび来訪者向け）
　　・研究室独自サブネットの構築とアクセス制限の設定
　　・DHCPサーバによる自動アドレス割当
　　・VPN接続サービス
　　・ 電子メール利用（POP/IMAP/SMTP，Webメール，メールフィルタリング，ウィルス駆除，研究室メールサー

バへの配送）
　　・メーリングリスト運用サービス
　　・研究室メールホスティングサービス
　　・ホームディレクトリ共有（CIFSおよびWeb）
　　・研究室WWWホスティングサービス
　　・電子案内板サービス（管理サーバと各建物入り口合計 9台の表示端末）
　　・情報基盤センターが扱っている各種ソフトウェアライセンス情報提供，メディア貸出

C-4　ネットワークセキュリティ対策
　電子計算機室は，生研のネットワークセキュリティ対策の中心的な役割を果たしている．
　　・ 生研 CERT（コンピュータネットワークセキュリティ緊急対応チーム）として生研内で発生した情報セキュリ

ティインシデント対応
　　・ファイアウォール／IPS（侵入防御システム）による監視および不正な通信の遮断
　　・重大なセキュリティ脆弱性情報の広報

C-5　2017年度事項
a）計算機システム・ネットワークシステムリース更新
　3年ごとのリースによる生研ネットワーク機器およびサーバ機器の更新を 2017年度末に行うにあたり，仕様策定
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委員会が 2017年度に発足した．仕様策定の後，入札説明会，入札，技術審査委員会による審査を経て業者を決定した．
2018年 3月に機器の入れ替え作業を実施した．

b）セキュリティインシデントと対策
b-1　インシデント
　生研のメールアカウントが悪用され，迷惑メールが大量に送信される事案が複数回発生した．送られてきた標的型
攻撃メールに誘導されてフィッシングサイトにアクセスし，メールアドレスとパスワードを入力したことが原因と
なったと考えられるケースがほとんどだった．
　このほか，ネットワーク機器のセキュリティ脆弱性を狙ったマルウェア感染の事案も発生した．PCやサーバだけ
ではなく，ルータや NAS（Network Attached Storage）などのいわゆる IoT機器へのマルウェア感染の事案も発生した．

b-2　全学セキュリティファイアウォール導入
　文科省からの国立大学の情報セキュリティ強化要請に基づき，東京大学情報システム本部は全学セキュリティファ
イアウォールを導入した．
　これに伴って，部局のネットワークは以下の 2つに分離することが求められた．
　　1．外部からアクセスされる必要のない機器のためのネットワーク
　　2．公開Webサーバなど外部からのアクセスが必要な機器のためのネットワーク
　1．の外部からアクセスされる必要のない機器のためのネットワークは全学セキュリティファイアウォールの保護
下に置き，2.の外部からのアクセスが必要なネットワークについても部局のファイアウォールでアクセス可能なポー
トおよび IPアドレス範囲を必要最低限にすることが求められた．
　生研のネットワークについてもこれに対応するために大幅な構成変更が必要となったため，まず，2017年 4月，
12月，2018年 1月に各研究室の計算機管理担当者を対象に説明会を行った．そして 2018年 1月から 3月にかけて各
研究室および情報基盤センターの協力のもと，段階的に構成変更を行った．

b-3　標的型攻撃メール対策訓練および講習会
　標的型攻撃メールにだまされて，迷惑メール大量送信にメールアカウントが悪用されたり，マルウェアに感染させ
られたりする被害が相次いでいるため，標的型攻撃メール対策訓練および講習会を実施した．これには専門業者のサー
ビスを利用した．まず，2017年 10月から 11月にかけて，生研の全構成員に対して標的型攻撃メールに似せた訓練メー
ルを 2種類送信した．そして，誰がこれらを標的型攻撃（訓練）メールだと気が付かずにメール内の URLをクリッ
クしたり，添付ファイルを開いたりしたかを確認し，統計をとった．その後，2017年 12月および 2018年 1月に標
的型攻撃メールの見分け方と受け取ったときの対応についての講習会を実施した．

D. 映像技術室
　所内共通施設として映像（写真・ビデオ）の撮影・制作により，各研究室の研究活動および所の広報活動を支援し
ている．そのための作業内容は多岐にわたるだけでなく，高度な技法を駆使するものも少なくない．設備としては各
種デジタルスチールカメラ，各種ビデオカメラ，ビデオ編集システム（DVD オーサリング，ノンリニアデジタル），
画像処理装置のほか，オープン利用機器としてサーマルフォトプリンター，B0 サイズまで出力できる高精度ポスター
プリンタなどを導入している．また，各種映像技術に関する相談にも応じている．映像技術室の人員は併任の室長の
ほか 2名であり，運営はユーティリティ委員会のもとに行われている．

E. 流体テクノ室
　流体テクノ室は，本所内における物質，バイオ，ナノテクノロジー系の研究活動に必要不可欠なイオン交換水，窒
素ガス，液体窒素（‒196℃），液体ヘリウム（‒269℃）などの特殊流体を，本所および先端研の各研究室に供給する
インフラ施設として，平成 13年（2001年）に設立された．以来現在に至るまで，それら特殊流体の製造および供給
から高圧ガス設備の保安管理，関連する技術指導・開発などを担当している．
　主な設備としては，イオン交換水を供給するための一次純水製造装置と送水ユニット，液体窒素や窒素ガスを供給
するための液体窒素貯槽と液体窒素自動供給装置，また液体ヘリウムを製造するヘリウム液化システムを配備してい
る．特に液体窒素および液体ヘリウムの設備は，高圧ガス保安法に則り，第一種製造者として東京都庁より許認可を
受けて運用を行っている．
　人員は室長（教授兼任），専属常勤職員，非常勤職員の 3名である．

《特殊流体製造設備の概要》
　◎イオン交換水
　　・一次純水製造装置　　　　　　　　　　TW-L2000SP　供給水量 2,000L/h　比抵抗 5MΩ・cm以上
　　・送水ユニット　　　　　　　　　　　　DIW-1500　　 供給水量 1,500L/h
　◎窒素ガス，液体窒素
　　・液化窒素貯槽　　　　　　　　　　　　CE-13（11,000L）× 2基
　　・液体窒素自動供給装置
　◎液体ヘリウム
　　・ヘリウム液化機（内部精製器付き）　　 L-140型，液化能力：92L/h（純ガス），65L/h（不純ガス）
　　・ヘリウム貯槽　　　　　　　　　　　　CH-2500型，内容積 2,750L
　　・ヘリウム液化用圧縮機　　　　　　　　DS141型，590N㎥/h，0.93MPa
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　　・ヘリウム回収用圧縮機　　　　　　　　C5N210GX型，50N㎥/h
　　・高圧ガス乾燥器（2塔自動切換式）　　 露点：‒65℃以下
　　・ヘリウム回収ガスバッグ　　　　　　　25㎥

《特殊流体の年間供給量》（平成 29年度）
　　・イオン交換水　　　　　　　　　　　　226,837 L
　　・窒素ガス（液体窒素換算）　　　　　　 73,734㎥（101,016 L）
　　・液体窒素　　　　　　　　　　　　　　20,969 L
　　・液体ヘリウム　　　　　　　　　　　　38,376 L

F. 図書室
　図書室はキャンパスの南端（プレハブ図書棟 1階）に位置しており，本所の研究分野全般にわたる資料を収集，整
備，保存し，学内外の多くの研究者の利用に供している．現在，人員は常勤職員 2名（うち司書 2名）となっている．
　本所の研究が理工学の広い分野にわたっているため，蔵書数は本学の自然科学系附置研究所の中で最大となってい
る．その内訳は洋雑誌が中心だが，本所の長い歴史により，雑誌のバックナンバーや旧い図書も充実している．図書
については，国際十進分類法（UDC）を参考に，本所研究部の組織体系を採り入れて作成した独自の分類法によっ
て整理されている．
　近年は，本学の学術情報基盤整備事業により，本所所属者も学内外にて多くの電子ジャーナルや電子ブック，デー
タベースの利用が可能となっている．そのため，図書室では，関係各署と協力し各種利用者講習会を開催し，情報リ
テラシー教育を行いながら，研究のための効率的な文献収集をサポートしている．その他必要に応じて，国内外の図
書館・研究機関から文献を取り寄せ，利用者のニーズに応えている．

　　総　面　積
　　　閲　覧　室  190.26㎡
　　　書　　　庫  301.95㎡
　　　事　務　室   90.72㎡
　　　　　計   582.93㎡

　　蔵　書　数（製本雑誌を含む　2018年 3月 31日現在）
　　　和　　　書   63,228冊
　　　洋　　　書   94,528冊
　　　　　計   157,756冊

　　2017 年度利用状況
　　　開館日数   　 240日 ※土・日曜，祝日，年末年始，夏季一斉休業日は休館
　　　時間外開館日数   　 49日 ※本所所属者のみ，土曜の利用可能
　　　利用者数    3,600人
　　　貸出冊数   　 663冊
　　　レファレンス件数  　 480件

G. 安全衛生管理室
　本所の研究・教育活動に関わる全ての教職員を含む本所構成員に対して，労働安全衛生法による安全衛生管理等を
確実かつ継続的に実施するために，2004年に置かれた組織である．主な業務は，特定危険有害作業の作業主任者の
選任，安全衛生教育，環境測定，健康管理，および巡視・点検等の安全衛生管理業務ならびに安全で健康的に働ける
職場を提供するための安全衛生措置業務，防災・環境安全および放射線等各種法令に基づいた安全業務，本所担当の
産業医との連携活動，駒場リサーチキャンパスの他部局との連携，などであり，所内担当部署と連携して業務を行っ
ている．人員：管理室長 1名（教授兼任），専属常勤 1名，非常勤 1名．
　その他，安全衛生管理に必要な機器や排水モニタリングシステム，実験で生ずる廃液などの収集施設などを備えて
いる．

H. リサーチ・マネジメント・オフィス
　リサーチ・マネジメント・オフィス（RMO）は，本所の研究・運営に関する企画立案・連絡調整等を円滑に行う
ことを目的として，本所独自の組織として自助努力により学内外に先駆けて平成 16年 4月に設立された．研究戦略，
外部資金の獲得支援，産官学連携活動，科学技術政策に関わる動向調査等，教育研究に不可欠な活動を一元的に取り
扱うことにより，評価・広報，知的財産戦略，国際連携の推進等の運営に関して研究部と事務部との連絡調整および
支援を行うとともに，本部とも協力し，関連業務を実施している．また，これらの情報を活用することにより，外部
資金獲得や産学連携活動等に関して教員への支援を行っている．具体的には，学内予算配分申請への対応，法人評価
をはじめとする各種評価業務への対応，外部からの調査依頼への対応，東京都市大学との学術連携に関する各種運営
業務，教育研究業績を一括管理するデータベースシステム（生研データベースシステム）の運営支援等を行っている．
平成 29年度には上記の業務のほか，本所のビジョンをリニューアルするためのタスクフォースに参加し，情報提供
を行った．RMOは一般に配置される各種委員会等とは異なる特徴を有する機動的な組織であり，このような組織の
必要性が広く認識されて，他部局でも同様の組織が次々と設置されている．
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　また，医科学研究所と共同運営している東京大学ニューヨークオフィスの運営支援も行っており，平成 29年度に
おいては米国にて行われたカンファレンス，セミナー等，計 5回のイベントについて開催支援を行った．特に平成
29年 11月に行われたカンファレンスの講演内容からの派生で，在アトランタ総領事館および内閣府政府広報室事業
の支援を受けて，米エモリー大学での本所および医科学研究所教員の招待講演が実現し，今後の連携に向けた協議が
現在も続いているほか，平成 30年 3月に行われたワークショップ・パネルディスカッションからの派生で，コロン
ビア大学との連携ワークショップほか，各所との連携準備が進行中である．
　現在，RMOの人員は室長（教授・兼務）1名，次長（准教授・兼務）3名，技術職員 1名（東京大学認定リサーチ・
アドミニストレーター），学術支援専門職員 1名となっている．

I. 次世代育成オフィス
　本所は，1997年から中学・高校生を対象としたキャンパス公開・出張授業などのアウトリーチ活動を行ってきた
実績があり，また，長年にわたり，産業界と連携して工学分野全般を包括する様々な学際的研究を展開してきた．こ
のような本所の特長を生かし，産学が共同して次世代の研究者，技術者を育成する教育活動・アウトリーチ活動の新
しいモデルを創り出すことを目的として，「次世代育成オフィス； （ONG）」を設置してい
る．平成 29年度は次長の交替，室員 1名の増員があり，年度末時点における ONGの人員は，室長（教授・兼務）1名，
次長（准教授・兼務）1名，室員（准教授・兼務，講師）2名の計 4名である．

2017年度活動実績
6月 2日（金），6月 3日（土）
未来の科学者のための駒場リサーチキャンパス公開 2017
参加者：963名

【出張授業等】
　○依頼出張授業
　　6月 9日（金）「分子のかたち・ならび・あつまり」
　　講師：北條博彦　准教授
　　対象：石川県立金沢泉丘高等学校

　　6月 17日（土）「がん治療や環境浄化に資する分子の化学」
　　講師：石井和之　教授
　　対象：山崎学園　富士見中学高等学校（東京都）

　　7月 10日（月）「船の基本と最前線」
　　講師：北澤大輔　准教授
　　対象：埼玉県立大宮高等学校

　　7月 11日（火）「国際舞台で活躍できる科学者・技術者を目指して」
　　講師：大島まり　教授
　　対象：東京都立立川国際中等教育学校

　　10月 11日（水）「デジカメの仕組みを知る：最先端技術の玉手箱」
　　講師：志村　努　教授
　　対象：田園調布学園中等部・高等部（東京都）

　　11月 8日（水）「超分子化学の最前線」
　　講師：南　豪　講師
　　対象：茨城中学校・高等学校（茨城県）

　　11月 14日（火）「科学技術研究におけるフロンティア開拓とは　～課題設定・研究遂行・成果発表～」
　　講師：石井和之　教授
　　対象：群馬県立桐生高等学校

　　11月 25日（土）「最先端の光学機器」
　　講師：菅谷綾子　特任教授
　　対象：埼玉県立浦和第一女子高等学校

　　11月 29日（水）「未来材料：チタン・レアメタル」
　　講師：岡部　徹　教授
　　対象：埼玉県東松山市教育委員会「夢 with Science」

　　12月 6日（水）「ものづくりのための材料モデリングとコンピュータシミュレーション」
　　講師：梅野宜崇　准教授
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　　対象：群馬県立高崎高等学校

　　1月 26日（金）「先端科学技術分野で期待されていること～文系も理系も男性も女性も輝く社会を目指して～」
　　講師：大島まり　教授
　　対象：宮城県仙台第一高等学校

　○生研内で行われた依頼授業
　　7月 10日（月）「エネルギーってなんだろう？ ―省エネルギー技術の研究動向―」
　　講師： 蔗寂樹　特任准教授
　　対象：東京都市大学付属中学校・高等学校（東京都）

　　7月 14日（金）「エネルギーってなんだろう？ ―省エネルギー技術の研究動向―」
　　講師： 蔗寂樹　特任准教授
　　対象：広尾学園中学校・高等学校（東京都）

　　8月 1日（火）「エネルギー科学技術におけるパラダイムシフト」
　　講師：堤　敦司　特任教授
　　対象：香川県立高松高等学校

　　8月 3日（木）「地球の水循環と世界の水資源」
　　講師：沖　大幹　教授
　　対象：静岡県立三島北高等学校

　　8月 23日（水）「微細な世界に触れてみよう」
　　講師：土屋健介　准教授
　　対象：愛知県立豊田西高等学校

　　10月 10日（火）「使い捨てカメラの分解を通してひも解く工学」
　　講師：梶原優介　准教授
　　対象：江戸川女子中学校・高等学校（東京都）

　　11月 7日（火）「日本のインフラ老朽化の現場と維持管理技術の海外展開」
　　講師：長井宏平　准教授
　　対象：山形県立東桜学館高等学校

　　11月 10日（金）「交通渋滞を解消する科学の力と未来の交通社会のデザイン」
　　講師：大口　敬　教授
　　対象：群馬県立前橋女子高等学校

【教材開発】
　○実験教材
　　実験用貸出教材「車輪のしくみを調べてみよう」
　　　使用校：常総学院中学校・高等学校（茨城県）
　　　　　　　（貸出期間 11月 17日～12月 8日）

　　実験用貸出教材「金属・材料を調べてみよう」
　　　使用校：常総学院中学校・高等学校（茨城県）
　　　　　　　（貸出期間 7月 7日～7月 28日）
　　　使用校：高槻中学校（大阪府）
　　　　　　　（貸出期間 9月 8日～9月 22日）

　○映像教材
　　DVD作成
　　　鉄道ワークショップ 2017「災害時に“自分の頭で考える力”を身につけよう」

　○Web教材
　　映像教材をWebで公開
　　掲載コンテンツ
　　「車両の走行メカニズム」（2011年 12月 17日　埼玉県立浦和第一女子高等学校）
　　「持続可能社会とものづくり」（2012年 11月 24日　埼玉県立浦和第一女子高等学校）
　　「光を操るマイクロマシン」（2013年 12月 25日　埼玉県立浦和第一女子高等学校）
　　「鉄道電気のしくみを学ぼう」（2014年 7月 30日～31日，8月 6日～7日　東京大学生産技術研究所）



87

　　「水と緑と持続可能な社会の構築」（2014年 12月 13日　埼玉県立浦和第一女子高等学校）
　　「電車モータのしくみを学ぼう」（2015年 7月 23日～24日，7月 29日～30日　東京大学生産技術研究所）
　　「最先端光学機器のしくみと，それを支える物理と数学」（2015年 11月 7日　埼玉県立浦和第一女子高等学校）
　　 「飛行機の飛ぶしくみを学ぼう」
　　（2016年 9月 24日～25日，10月 29日～30日　日本航空株式会社（JAL），東京大学生産技術研究所　共同研究）
　　「災害時に “自分の頭で考える力 ”を身につけよう」（2017年 7月 25日，27日　東京大学生産技術研究所）

【本学他部局との連携】
　○ Johnson ＆ Johnson「女子中高生向けアウトリーチ活動プログラム」女子中高生の理系進路選択支援事業
　　本学「家族でナットク！理系最前線」の一環として開催
　　「女子中高生のみなさん，最先端の工学研究に触れてみよう！ 2017」
　　日程：10月 1日（日）
　　場所：東京大学生産技術研究所
　　講師：大島まり　教授，吉江尚子　教授，篠原満利恵　特任助教，小林麻里奈　電子機器メーカー開発職勤務

【外部との連携】
　○東京メトロ×東京大学生産技術研究所
　　「鉄道ワークショップ 2017～災害時に “自分の頭で考える力 ”を身につけよう～」
　　日程：中学生クラス：7月 25日（火）
　　　　　高校生クラス：7月 27日（木）
　　場所：東京メトロ総合研修訓練センター，東京大学生産技術研究所
　　主催：東京地下鉄株式会社（東京メトロ），東京大学生産技術研究所
　　講師：沼田宗純　講師

　○日本航空（JAL）×東京大学生産技術研究所
　　「飛行機ワークショップ 2017～よく飛ぶ翼を創ってみよう ～」
　　日程：中学生クラス：10月 14日（土）～15日（日）
　　　　　高校生クラス：11月 18日（土）～19日（日）
　　場所：JAL羽田機体整備工場，東京大学生産技術研究所
　　主催：日本航空株式会社（JAL），東京大学生産技術研究所
　　講師：大島まり　教授

　○岩手県立 石高等学校 SSH（スーパーサイエンスハイスクール）への学習支援
　　 岩手県立 石高等学校理数科「課題研究中間発表会」（9月 28日（木））および「課題研究最終発表会」（1月 25

日（木））に参加・協力
　　場所：岩手県立 石高等学校

　○生産技術研究奨励会特別研究会「次世代育成のための教育・アウトリーチ活動特別研究会」への協力
　　日程：（第 11回）8月 5日（土）
　　　　　（第 12回）12月 2日（土）
　　場所：東京大学生産技術研究所
　　講師： （第 11回）加納　圭（滋賀大学教育学部　准教授），廣瀬公一郎（東京都立科学技術高等学校　教諭）， 

秋月紀行（JX金属株式会社広報・CSR部　参事），川越至桜　講師
　　　　　 （第 12回）隅田　学（愛媛大学教育学部　教授），辻　健（筑波大学附属小学校　教諭），加藤　浩（株式

会社関水金属　代表取締役社長），川越至桜　講師

　○日産財団 わくわくサイエンスナビへの協力
　　日程：12月 26日（火）
　　場所：東京大学生産技術研究所
　　主催：日産財団
　　協力：志村　努　教授，野城智也　教授，川添善行　准教授

J. 二工歴史資料室
　二工歴史資料室は，所長の命により，東京大学第二工学部等に関する資料，図書及び印刷物の取扱い等の業務を行
うことを任務として，平成 28年 6月 15日に設置された．
　室長は，副所長の中から所長が委嘱し，副室長は，事務部長があてられ，設置当初の室長は，岸利治教授・副所長
（～平成 30年 3月），副室長は片桐徹事務部長である．平成 30年 4月からは室長は福谷克之教授・副所長が委嘱され
た．設置当初から依田晴樹（本所元事務部長）が中心となって精力的に活動しており，図書棟 1階の図書チーム事務
室内にて業務を行っている． 
　主な業務内容は次のとおりである．
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　1．第二工学部（以下「二工」）及び本所初期のアーカイブ事業に関する業務
　 　①「東京大学第二工学部史」の編さん資料の管理（デジタル化，保存，展示）及び調査，②二工及び本所初期の
収集資料の管理（デジタル化，保存，展示）及び調査，③資料寄贈者等との連絡・調整を行っている．①及び②の
資料の保存場所として，図書棟 2階の 2室を使用している．

　2．70周年記念事業に関する業務
　　70周年記念誌等出版プロジェクトに関する業務として，資料収集・連絡・調整を行っている．

　3．第二工学部及び生研 OBとの連絡・調整業務

　4．国立新美術館別館への生研クロニクルの展示業務
　 　駒場リサーチキャンパスに移転後，国立新美術館別館に，二工及び本所の歴史を表すパネルの展示を行っている
（研究パネルについては 2か月に 1回交換）．

　5．政策研究大学院大学（政研大）プロジェクト室（D407室）の使用調整に関する業務
　 　同室の使用は，政研大と本所との共同事業である「第二工学部出版プロジェクト」を行うにあたり平成 21年 3
月から使用を開始し，同プロジェクト終了後も本所の事業のため随時使用している．また，第二工学部の歴史資料
の展示スペースとしても使用している．使用の際の政研大との連絡調整を行っている．

K. 広報室
　広報室は，本所の広報関連業務を戦略的かつ効果的に遂行することを目的とし，平成 29年 4月に設立された．広
報戦略を立案し，関係する各部署と連携しながら，ウェブコンテンツや定期刊行物の企画制作，プレスリリース，キャ
ンパス公開の企画運営に関する業務などを担当している．
　平成 29年度は，既存の広報媒体（生研案内，生研ニュース，生研ブック，生産研究，生研 HPなど）作成や活動（キャ
ンパス公開）に加え，一般認知度向上を特に意識した新規企画を立案・実施した．具体的には，1）報道関係者への
情報発信力強化（所長定例記者懇談会の立ち上げ，千葉実験所機能移転における記者会見開催や文部科学省における
記者会見実施，プレスリリース原稿の添削強化，本所独自の報道関係者メーリングリストの整備およびプレスリリー
ス配信など），2）ウェブ更新頻度の大幅向上とコンテンツ拡充（研究紹介動画作成など），3）海外への情報発信力強
化（EurekAlert を利用した英文プレスリリースの仕組み整備，英文広報誌 UTokyo-IIS Bulletinの企画・発行，AAAS 
annual meeting 2018での広報活動，生研 HP英語版の充実など），4）一般向けグッズやイベント企画（ロゴグッズ制
作や機能移転後としては初開催となる千葉実験所公開の支援（研究者への願いを来場者から収集する展示）など）を
行った．
　現在，広報室の人員は室長（教授・兼務）1名，次長（教員・兼務）2名，室員 7名（教員・兼務 5名，学術支援
専門職員 1名，学術支援職員 1名）となっている．


